
１　企業の技術力について

（１）　施工計画

評価基準 評価点

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、
工夫が見られる 10

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られる 5

現場条件を踏まえ適切である 0

未記入、または不適切である 欠格

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、
工夫が見られる 10

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られる 5

現場条件を踏まえ適切である 0

未記入、または不適切である 欠格

資料作成に係る留意事項

（２）配置予定技術者の能力

評価基準 評価点

１級土木施工管理技士等又は同等以上の資格を有する者
※１ 1

上記以外の工事施工等に係わる資格　　　　　　　　　　　　　　 0

主任（監理）技術者として同種工事の実績あり 2

監理技術者補佐又は担当技術者として同種工事の実績あり 1

その他 0

表彰の実績　あり 1

表彰の実績　なし 0

８０点以上 3

７５点以上８０点未満 2

７０点以上７５点未満 1

７０点未満又は、成績実績なし 0

取組状況が優良 1

取組なし又は取組状況が上記未満 0

※１　同等以上の資格とは、当該工事（業種）の監理技術者となることができる国家資格のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類
［技術評価様式３］

技術評価資料作成要領（簡易型）

　対象工事は、総合評価落札方式により実施する工事のため、次表の「評価項目、評価基準及び評価点」に基づき参加申請者を評
価するので、内容を確認の上間違えのないように作成すること。

3)　施工計画の評価は１提案ごとに評価し、合計して評価点を算出する。

4)　必要に応じ説明図表、写真を添付することとするが、様式を含めＡ４版２枚以内とすること。

5)　３提案とも未記入、または不適切な提案の場合は、「欠格」とする。

評価対象項目（提出様式）

１　○○○に係わる項目
　　　（技術評価様式５－１）
　
　

２　○○○に係わる項目
　　　（技術評価様式５－２）
　
　

［技術評価様式５－１、－２］ ※公告に添付された様式を使用すること。

1)　施工計画の記載にあたっては、工事の特徴、現場条件等を考慮した記載をすることとし、実施内容が曖昧な表現は避
　　けること。

2)　評価項目に対する提案数は、優先度の高いものの順に提案１から記載し、最大３提案までとする。これを超える提案に
　　ついては評価しない。

評価項目（提出様式）

３　資格
　　（技術評価様式３）

４　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式３）
　　＜注１＞

５　優良工事技術者表彰
　　（資料提出不要）　＜注１＞

６　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）　＜注１＞

７  継続教育（CPD）の取組状況
　　（技術評価様式13）<注1>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

1)　配置予定技術者は、建設業法に基づき適正な資格を有する者について技術評価様式３に記載すること。

2)  配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者とすることができる。この場合、技術
　　評価様式３は全ての配置予定技術者について提出するものとし、配置予定技術者ごとに「配置予定技術者の能力」及
　　び「地域精通度－近隣地域での施工実績」についての評定点を合計し、最も低い評価を受けた者をもって評価点とす
　　る。なお、配置予定技術者は、契約日までに確定すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、ヒアリング結果を加える。
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（２）－２配置予定技術者のヒアリング 

評価基準 評価点

実績として挙げた工事の担当分野に中心的・主体的に参画し、創
意工夫等の積極的な取り組みが確認できる

4

実績として挙げた工事の担当分野において適切な工事管理を
行ったことが確認できる

2

その他 0

当該工種について適切に理解した上で、施工上の提案等積極的
な取り組み姿勢が見られる

4

当該工種について適切に理解している 2

その他 0

質問に対する応答が明快、かつ迅速である 2

その他 0

＊ヒアリングは、実績として挙げた工事や施工計画の提案内容等について３０分程度実施する。

＊入札参加者の都合によりヒアリングが実施できない場合、またはヒアリングを辞退した場合は欠格とし入札は無効とする。

＊入札を行った者が１者であった場合は、ヒアリングは実施しない。

　この場合、配置予定技術者のヒアリングの各評価項目の評価点はその他（０点）として扱うものとする。

（３）－１企業の施工実績

評価基準 評価点

都道府県又は国機関の同種工事の施工実績あり 2

市町村・公営企業等などの同種工事の施工実績あり 1

その他 0

８０点以上（算出対象工事が複数件） 4

８０点以上（算出対象工事が１件のみ） 3

７７点以上８０点未満 2

７２点以上７７点未満 1

７２点未満（成績実績なし） 0

過去２ヶ年度のそれぞれの平均点が６０点未満、または前年度
以降において５５点未満の工事成績のあるもの

-2

3)　配置予定技術者の施工実績は、完成時に監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者又は担当技術者（担当技術者
　　については完成時にCOＲINSに登録された者に限る。）として施工従事したものを対象とする。
　　また、当該技術者の他社で施工従事した経験についても実績としても認める。

4)　＜注１＞に記載する 同種工事の施工実績（配置予定技術者）、近隣地域での施工実績(配置予定技術者）がある場
　　合は各々について記載すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、同種工事がない場合でも主な工事の施工実績（ヒアリング
　　　時の資料とする。）を記載すること。

5)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。

6)　配置予定技術者の資格が確認できる資料（一級土木技術検定合格証明書等の建設業法第１５条第２号イに基づく
　　証明書（又は建設業法第１５条第２号ハに基づく大臣認定書：指定業種の場合）、監理技術者資格者証及び監理
　　技術者講習修了証）の写しを添付すること。

7)　技術士については、一級土木施工管理技士等と同等扱いとするので、当該工事（業種）の監理技術者となることが
　　できる部門の技術士登録証（写）及び監理技術者資格者証の写しを添付すること。

8)　配置予定技術者と企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期
　　間、継続した雇用関係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

9)　配置予定技術者の同種工事への施工従事実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契
　　約用設計書表紙、本工事費内訳書及び資格・施工従事実績を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付
　　すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省
　　略することができる。

評価項目

８　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式２）
    ＜注１＞

評価項目

８　技術者の専門技術力

10)  上記１）、６）、８）のいずれか一つでも確認できない場合は、入札参加資格を失格とするので、注意すること。
    　（入札参加資格確認資料に添付している場合は除く。）

９　当該工事の理解度・取り組
　　み姿勢

９　工事成績
　　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）
　　＜注１＞

10　技術者のコミュニケーショ
　　ン能力
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特別表彰 あり 3

表彰 あり （特別表彰との重複はしない） 2

表彰はされなかったが、評価要件を満たす工事の実績あり
（表彰との重複はしない）　※＜注１＞個別事項１

1

上記以外 0

指名停止（３ヶ月以上） -4

指名停止（１ヶ月以上３ヶ月未満） -2

指名停止（１ヶ月未満） -1

なし 0

公告日時点においてＩＳＯ９００１又は１４００１の認証を取得済み 1

認証を未取得 0

（３）－２企業の施工技術

評価項目 評価基準 評価点

活用　あり 1
活用　なし 0

2)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。（「その他」の発注機関とは、別紙
　　「発注機関一覧表」に掲げられていないものをいう。）

3)　条件に該当する施工実績が複数ある場合は、山梨県、国機関の順に実績を記載すること。

4)　施工実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契約用設計書表紙、本工事費内訳書及び
　　資格・施工従事経験を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で
　　施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省略することができる。

［技術評価様式２７］※公告に添付された様式を使用すること。

11　事故及び不誠実な行為
　　（資料提出不要） ＜注１＞

12　ＩＳＯ認証取得状況
　　（技術評価様式９）<注１>

13　ＩＣＴ施工技術の活用
　　（技術評価様式27）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

10　優良工事表彰等
　　（資料提出不要）＜注１＞

5)　施工実績において、法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日
　　及び旧法人名等の概要が判る書類を添付すること。

［技術評価様式２］※公告に添付された様式を使用すること。

1)　企業の施工実績は、＜注１＞に記載する同種工事の施工実績（企業）及び近隣地域での施工実績（企業）がある場合
　　は各々について記載すること。

1)　本様式により申請のない場合は、評価しない。

2)　ＩＣＴ施工技術の活用（宣誓事項）の履行が確認できない場合は、工事成績評定で３点減ずる。

3)　共同企業体の場合は、代表構成員が申請するものとし、本様式による宣誓事項を企業体として履行するものとする。

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。
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２　企業の信頼性、社会性

（１）地域精通度

評価基準 評価点

実績あり 3

実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

工事箇所と同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所管内に本店を有する 1

その他 0

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
かつ同一の市町村内に本店を有する

2

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
に本店を有する

1

その他 0

（２）地域貢献度

評価基準 評価点

協定の締結あり 2

協定の締結なし 0

①  「災害時における応急対策業務に関する基本協定」
      （（一社）山梨県建設業協会）の締結あり

2

②  上記①以外の山梨県地域防災計画に掲載される各種協定
      の締結あり

1

③  対象協定の締結なし（上記①、②以外） 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

提案あり　または　実績あり 1

提案なし　または　実績なし 0

各技術評価様式の 注）を参照のこと。

２　近隣地域での施工実績
　　（配置予定技術者）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

評価項目

１　近隣地域での施工実績
　　（企業）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　「土木一式工事」以外の場合

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　　「土木一式工事」の場合

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

　　　技術評価様式２、技術評価様式３の資料作成に係る留意事項を参照のこと。

評価項目

４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
の場合

５　災害協定の締結（広域応援）
　　（技術評価様式11）<注１>

［技術評価様式４］※公告に添付された様式を使用すること。

６　防疫対策協定の締結
　　（技術評価様式11-1）<注１>

７　土木施設等緊急維持修繕
　　業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
以外の場合

８　道路除雪業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

９　耕作放棄地等の解消
　　（技術評価様式12）<注１>

１０　その他の地域貢献<注1>
　　（地域農業参入実績）
　　　　　　　（技術評価様式17)
　　（廃棄物の自県内処分）
　　　　　　　（技術評価様式19）
　　（Co2吸収認証制度実績）
　　　　　　　（技術評価様式20)

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類
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　　（３）－１　企業の取り組み

国家資格を有する若手技術者を配置予定技術者又は担当
技術者として配置

2

国家資格を有しない若手技術者を担当技術者として配置 1

上記以外 0

建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録　あり 2

登録　なし 0

学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が２年以上５年未満の
雇用実績　あり

1

実績　なし 0

1)

2)

3) 

4)

5)

6)

7)

8)

9)

10)

11)

12) 

１　若手技術者の育成
　　（技術評価様式22）
　　１） ～11）　<注１>

２　技能者の登録
　（技術評価様式23）
　<注１>

若手（担当）技術者の企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期間、
継続した雇用関係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

若手（担当）技術者は、現場代理人との兼務を認める。若手（担当）技術者を複数人専任配置した場合には最も低い評価を
受けた者をもって評価点とする。

若手（担当）技術者は、公告日が属する年度において３５歳以下の者とする。
また、国家資格を有する若手（担当）技術者は、国家資格（監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格）が確認できる資料
の写しを添付すること。

国家資格とは、監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格をいう。
国家資格を有しない若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）以外の者とし、配置予定技術者の業務を補佐
する技術者とする。
国家資格を有する若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）とすることができる。

３　新規雇用の実績
　（技術評価様式28）
　　12）　<注１>

若手（担当）技術者は原則、工事着手時から完成引き渡しの間、専任とする。なお、申請時において他工事に従事している
場合は、対象工事の主要工種開始までの準備工、仮設工の期間は、専任を要しないものとする。ただし、現場代理人と兼務
する場合は、工事着手時から専任とする。

若手（担当）技術者は、複数の技術者を申請することができるが、申請後の変更はできない。なお、専任する者を契約時に
発注者に届けるものとするが、申請時に他工事に従事している場合は、対象工事の主要工種の施工開始までに届けるもの
とする。

専任された若手（担当）技術者の交代は、死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職等、真にやむを得ない理由を除き、認めない。
また、当該理由を除き、工事の途中において専任配置が履行できなくなった場合は、工事成績評定を３点減ずる。
（なお、複数人専任配置した場合にそのうちの1名でも専任配置できれば工事成績評定の減点の対象としない。）

若手（担当）技術者は、段階確認及び完成検査時に原則立ち会うものとし、発注者の配置状況の履行確認を受けるものと
する。
他工事の従事状況等は、従事している工事について対象工事を落札した場合の配置予定等を記入すること。
従事している他工事の工期延期等により、対象工事に専任配置ができなくなる恐れがある場合は、他工事との重複申請は
行わないこと。

「新規雇用の実績」として評価する雇用は、次の①から③まで定める要件の全てを満たすものとする。
①学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校若しくは第124条に規定する専修学校を卒業した者又は職
   業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第15条の7第1項第1号に規定する職業能力開発校、同項第2号に規定す
   る職業能力短期大学校若しくは同項第3号に規定する職業能力開発大学校の訓練課程を修了した者（職業能力開発
   校及び職業能力短期大学校にあっては、短期間の訓練課程を修了した者を除く。）を3年（卒業月または修了月の翌月
   から3年）以内に採用していること。
②①で採用した対象者を入札参加締切日の時点で継続して雇用していること。
③当該対象者に係る採用日から入札参加締切日までの期間が、2年以上5年未満であること。
※当該対象者は、新卒者だけでなく、転職者も含む。また、職種は技術職だけでなく、事務職も含む。

本申請において虚偽記載等があった場合は、指名停止等の措置を行う場合がある。

建設業許可番号は、大臣知事コード（２桁）＋許可番号（６桁）で、ＣＯＲＩＮＳ登録番号は、「登録内容確認書」に記載された
登録番号を記入すること。

5



３　その他

ア 　各様式に示された注意事項を遵守のうえ、必要事項をそれぞれ記載すること。

イ

ウ

エ

＜注１＞　各評価項目の具体的な内容

評　　価　　内　　容 評価対象期間等

○○を含む請負金額○千万円以上の○○工事の施工実績

但し、元請けとして請負い平成２０年４月１日以降に完成引き渡し
済みの工事（なお、共同企業体の構成員の場合は出資比率が
20％以上のもの）
・工事内容（構造・規模など）の施工実績は、企業体の工事内容を
各企業の工事内容として扱う。
・工事金額の施工実績は、企業体の工事金額に各企業の出資比
率を乗じて得た金額を施工実績として扱う。

・山梨県が実施する「住みよい県土建設週間における知事表
　彰」で優良工事技術者表彰または優良工事表彰の受賞の有
　無
・優良工事の評価要件を満たす対象工事の有無
・工種は問わない

過去３ヶ年度及び当該年度
（当該年度は入札参加資格
申請締切日以前に受賞した
場合）　優良工事の評価要
件を満たす対象工事は、※
個別事項１を参照

山梨県発注工事で主任技術者、監理技術者として最終登録され
た工事における当該工事と同一業種（建設業法第２条第１項に掲
げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以下切り捨て）。
なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とする。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した工
事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度において
は公告日の前々月末まで
に完成、引き渡し済みの工
事
※個別事項2を参照

建設系ＣＰＤ協議会及び建築ＣＰＤ運営会議に属する団体の当該
工事の履行に係る国家資格の継続教育に限ることとし、各認定団
体の推奨単位以上の証明がある場合に評価する。

公告日から過去二年以内
に証明期間の一部が含ま
れていること。※個別事項3
を参照

山梨県発注工事における当該工事と同一業種（建設業法第２条
第１項に掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以下
切り捨て）　なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とする。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した工
事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度において
は公告日の前々月末まで
に完成、引き渡し済みの工

事
※個別事項2を参照

山梨県による指名停止期間の有無
※複数回、指名停止措置を受けた場合は、その合計月数とし、指
名停止期間が評価対象期間に１日でも含まれる場合は全ての期
間を対象とする。

公告日を含む過去１年間の
期間

　技術評価資料については、提出期限以降の差し替え、再提出は認めないので、公告等に示された事項を十分に確認し
　てから提出すること。

　技術評価資料については、一つのＰＤＦファイルにまとめて提出すること。（ファイル名は、公告文に記載された工事名を
　用い「○○工事技術評価資料（会社名）とする）

　その際、添付漏れがないよう注意すること。添付漏れの書類についても、提出期限以降の追加提出は認めない。

　入札時の提出書類（「公告文＞公告個別事項＞提出書類＞１ 参加申請時」に示すもの）についても、一つのＰＤＦファイル
  にまとめて提出すること。

評　価　項　目

１－４
　

１－８

　
同種工事の施工実績
（配置予定技術者）

同種工事の施工実績
（企業）

元請けとして請け負い、平
成20年4月1日以降から入
札参加資格申請締切日ま
でに完成引き渡し済みの工
事。
※個別事項2を参照

１－５
１－１０

　
優良工事技術者表彰
優良工事表彰等

１－６
工事成績評定点の平
均点
（配置予定技術者）

１－７ 継続教育（ＣＰＤ）の取
組状況

工事成績評定点の平
均点
（企業）

１－11 事故及び不誠実な行為

１－９
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公告日時点での認証取得している場合に評価する。なお、登録範
囲に対象工事の内容を含んでいるものとする。

公告日時点

本工事において、山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試行
要領」等に基づき、下記（※個別事項4）に掲げる施工プロセスの
うち②④⑤を必ず含むことにより、ＩＣＴ施工技術を活用することを
宣誓した企業を評価する。

ただし、評価対象は、ＩＣＴ施工技術の活用を「受注者希望型」とし
て公告する工事に限る。（「発注者指定型」として公告する工事等
は除く。）

［技術評価様式２７］による
申請時点
※個別事項４を参照

記載例
（入札参加者が県内企業に限る場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（入札参加者が県内企業に限らない場合の記載例）
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する企
業を「2点」
・山梨県内に本店を有する企業を「1点」評価する

記載例
（本所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を除く）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（支所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○支所管内に本店を有する企業を「1点」評価する

山梨県地域防災計画に基づく各種協定の有無
ただし、「災害時の広域応援業務に関する協定」（広域応援）は除
く。

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

災害時の広域応援業務に関しての協定締結の有無
　(県土整備部・林政部)

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

家畜伝染病における防疫対策業務に関しての協定締結の有無
(農政部のみ)

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

・山梨県が発注した土木施設等緊急維持修繕業務(発注者の指
　示に基づいて緊急的な対応を行う業務)の受注実績の有無
・対象施設：県が管理する道路（国道、県道、林道）、河川・砂防
　施設、公園施設、下水道施設等で一般の利用に供している施
　設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・山梨県が発注した道路除雪（除雪、排雪または運搬）業務の受
　注実績の有無
・対象施設　県が管理する道路（国道、県道、林道）で一般の利
　用に供している施設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」以外
の場合

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」
の場合

２－１

２－２
○○建設事務所管内（又は　○○市町村内）における○○工事の
施工実績

近隣地域での施工実績
（企業）
近隣地域での施工実績
（配置予定技術者）

１－12 ＩＳＯ認証取得状況

１－13 ＩＣＴ施工技術の活用

道路除雪業務委託の
実績

２－９
２－１０

耕作放棄地等の解消
その他の地域貢献

各技術評価様式の記載内容による。

２－６

家畜伝染病における防
疫対策業務に関する協
定の締結
（防疫対策協定）

２－７
土木施設等緊急維持
修繕業務委託の実績

２－５
災害時の広域応援業
務に関する協定の締結
（広域応援）

平成２０年４月１日から入札
参加資格申請締切日まで
に完成し、引き渡し済みの
工事。なお、共同企業体の
構成員の場合は出資比率
が２０％以上のものに限る。
※個別事項２を参照

２－４ 災害協定等の締結

２－８
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・若手技術者は公告日が属する年度において３５歳以下の者と
　し、国家資格を有する者「2点」、有しない者「1点」とする。

公告日が属する年度の４月
１日以降に３６歳となる者は
対象外

・建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録の有無
・技術評価様式の記載内容による。
・下請は対象外。
・ただし、技能者の雇用が無い企業は、【技術評価様式２３】の
  注意事項等の記載の定めによる「企業の登録のみ」の申請
  があった場合に限り、評価する。

入札参加資格申請締切日
までに登録済みであれば評
価

・学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が2年以上5年未
  満の雇用実績を評価する。

［技術評価様式２８］による
申請時点

３－１

評価対象期間に法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日及び旧法人名
等の概要が判る書類を添付すること。

【評価要件】
次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める条件に全て該当すること。
1)入札参加締め切り日が当該年度の４月１日から当該年度の優良工事表彰の日の前日までの間の場合
　①　当該年度の３カ年前の年度から当該年度の前年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　②　当該業者が当該年度の前年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基づ
        く支店・営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠
        陥を有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の３カ年前の年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事故・
        関係法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前々年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実
        績があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

2)入札参加締め切り日が当該年度の優良工事表彰の日から３月３１日までの間の場合（下記のいずれかの場合の条件
   に全て該当すること。）
[当該年度の前年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE1）]
　① 当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　　　かつ、上記１）の②から⑤の全ての条件に該当すること。

[当該年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE2）]
　① 　当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　② 　当該業者が当該年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基づく支店・
         営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠陥を
        有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事故・関係
        法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実績
        があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

※上記における「当該年度」とは、入札参加締め切り日がその日の属する年度をという。
※上記における「工事成績評定点が８０点」とは、工事成績評定通知書別表１(＊)端数処理前の評定点合計の数値の小数点以
　 下を切り捨てた数値とする。
　　また、「６５点」、「７０点」とは、工事成績評定通知書４成績評定①評定点の数値とする。

※個別事項２

※個別事項1

　優良工事の評価要件を満たす対象工事
　　＜注１＞の規定にかかわらず次のとおりとする。
【1点加点対象】
　下記の【評価要件】を満たす工事実績があった場合には、評価点１点を与えるものとする。なお、工種は問わないものとする。

若手技術者の育成

３－２

３－３ 新規雇用の実績

技能者の登録
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※個別事項３

　継続教育（CPD）の評価は、配置予定技術者の学習履歴について、建設系資格認定団体の証明書の写しを求め、
「当該団体の推奨単位以上を取得している。」及び「公告日から過去一年以内に証明期間の一部が含まれていること。」
の証明がある場合について評価する。ただし、令和５年４月１日以降に公告する対象工事において、
上記下線部については、新型コロナウィルス感染拡大の影響により、当面の間、「公告日から過去二年以内に証明期間の
一部が含まれていること。」の証明がある場合について評価する。
　証明期間は、証明書に記載された「取得期間」または、「証明期間」とし、年単位で評価する。証明期間に端数がある
場合は切り上げて評価し、切り上げ後の証明期間年数で単純平均して取得単位を算出する。また、年間または数年間
の推奨単位が記載されている場合は、いずれかが満足していれば評価する。（ＣＰＤ評価対象期間の事例参照）

《ＣＰＤ評価対象期間の事例》

推奨単位：50単位／年の場合

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：2年間

取得単位：120単位

証明期間：1年間3ヶ月

取得単位：80単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

過去２年間
※2 （暫定の運用）

ケース⑥
証明書発行日

40単位／年 加点しない

ケース⑦
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース⑤
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース④’ 60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース④ 0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース③’
証明書発行日

60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース③
証明書発行日

0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース②
証明書発行日

60単位／年 加点する

過去１年間
※1 （本来の運用）

ケース①
証明書発行日

60単位／年 加点する

公告日

評価単位 評価

・建設系ＣＰＤプログラム：構成団体のＣＰＤ制度概要 （五十音順）平成２９年４月現在

有無
1 有
2 有
3 有
4 有
5 有
6 有
7 有
8 有
9 有
10 有
11 有
12 有
13 有
14 有
15 有
16 －
17 有
18 有
19 有

・建築ＣＰＤ（継続能力／職能開発）情報提供制度

※推奨獲得CPD単位・時間数については、最新の情報を確認すること。

（公社）日本建築士連合会から認定された講習会を受けることを認められた（一社）山梨県管工事協会会員が（公社）日本建築士連合会の

単位認定の講習を受講し12単位（1年間）を取得した場合、評価対象とする。

（一財）建設業振興基金
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築学会
建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会の参加団体

（公社）空気調和・衛生工学会、（一社）建築設備技術者協会、
（一社）電気設備学会、（一社）日本設備設計事務所協会、
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築構造技術者協会

（公社）農業農村工学会 50 単位数・時期

団体名 推奨時間数
（公社）日本建築士会連合会

１２認定時間／年

（一社）日本建築士事務所協会連合会
（公社）日本建築家協会
（一社）日本建設業連合会

（公社）日本造園学会 50 単位数・時期
（公社）日本都市計画学会 50 単位数・時期

（公社）日本建築士会連合会 12 単位数・時期・明細
（公社）日本コンクリート工学会 推奨値なし －

（一社）日本環境アセスメント協会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）日本技術士会 50（150/3年） 単位数・時期

土質・地質技術者生涯学習協議会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）土木学会 50（250/5年） 単位数・時期

（一社）全国土木施工管理技士会連合会 20 単位数・時期・明細
（一社）全日本建設技術協会 25 単位数・時期・明細

（一社）全国上下水道コンサルタント協会 50 単位数・時期
（一社）全国測量設計業協会連合会 20 単位数・時期

（公社）地盤工学会 50 単位数・時期
（一社）森林・自然環境技術者教育会 20 単位数・時期・明細

（一社）建設コンサルタンツ協会 50 単位数・時期
（一社）交通工学研究会 50（200/4年） 単位数・時期

（公社）空気調和・衛生工学会 50 単位数・時期
（一財）建設業振興基金 12 単位数・時期・明細

NO. 学協会名称
推奨獲得 ＣＰＤ証明書

ＣＰＤ単位（  ／年） 内容

9



参考＜同種工事の範囲＞ 2013コリンズ工種、工法・型式一覧

山梨県 （企業局を含む）
国機関

国土交通省
内閣府
防衛省（庁）
農林水産省
文部科学省
その他中央省庁
（環境省、厚生労働省、経済産業省、総務省、その他）

都道府県 山梨県以外の都道府県（政令指定都市を含む）

独立行政法人
市町村
公営企業等 （山梨県道路公社等、地方公社を含む）
事業団

日本下水道事業団

民間
高速道路株式会社
電力
ガス
電話会社
ＪＲ、私鉄、地下鉄
石油備蓄会社

1 道路工事
道路改良工事、林道工事、農道工事、歩道設置工事、落石防止工事、コンクリート構造物工事、
道路付属施設工事、構造物撤去工事、橋梁工事等

2 河川・砂防工事
築堤工事、護岸工事、根固・水制工事、床止工事（落差工、帯工）、堰（頭首工を含む）・
水門工事、樋門・樋管工事、砂防ダム工事、地滑り防止工事、急傾斜地崩壊対策工事、
治山ダム工事、流路工事、山腹工事、用排水路工事、畑地かんがい工事等

機　　　関　　　等 内　　　　　　　訳

※個別事項４

山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試行要領」等に基づく、施工プロセスは次のとおりとする。

　　１　施工プロセス
　　　　建設現場における生産性向上のため、下記に掲げる①から⑤の全ての施工プロセスでＩＣＴ施工
　　 技術を活用することをＩＣＴ活用工事（標準実施型）とし、②④⑤の施工プロセスを義務付けながら、
     ①③の施工プロセスについて、受注者の希望によりＩＣＴ施工技術の活用を選択し、部分的に活用
     する工事をＩＣＴ活用工事（簡易型）とする。

　　　　①　３次元起工測量
　　　　②　３次元設計データ作成
　　　　③　ＩＣＴ建設機械による施工
　　　　④　３次元出来形管理等の施工管理
　　　　⑤　３次元データの納品

別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関一覧表
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１　企業の技術力について

（１）　施工計画

評価基準 評価点

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、工夫が
見られ、効果がある 20

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、工夫が
見られる 15

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られ、効果がある 10

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られる 5

現場条件を踏まえ適切である 0

未記入、または不適切である 欠格

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、工夫が
見られ、効果がある 20

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、工夫が
見られる 15

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られ、効果がある 10

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られる 5

現場条件を踏まえ適切である 0

未記入、または不適切である 欠格

資料作成に係る留意事項

（２）配置予定技術者の能力

評価基準 評価点

１級土木施工管理技士等又は同等以上の資格を有する者
※１ 1

上記以外の工事施工等に係わる資格 0

主任（監理）技術者として同種工事の実績あり 2

監理技術者補佐又は担当技術者として同種工事の実績あり 1

その他 0

表彰の実績　あり 1

表彰の実績　なし 0

８０点以上 3

７５点以上８０点未満 2

７０点以上７５点未満 1

７０点未満又は、成績実績なし 0

取組状況が優良 1

取組なし又は取組状況が上記未満 0

※１　同等以上の資格とは、当該工事（業種）の監理技術者となることができる国家資格のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式３］

技術評価資料作成要領（簡易型）
 （特に技術力を評価する必要がる場合）

　対象工事は、総合評価落札方式により実施する工事のため、次表の「評価項目、評価基準及び評価点」に基づき参加申請者を評
価するので、内容を確認の上間違えのないように作成すること。

２　○○○に係わる項目
　　　（技術評価様式５－２）
　
　

3)　施工計画の評価は１提案ごとに評価し、合計して評価点を算出する。

4)　必要に応じ説明図表、写真を添付することとするが、様式を含めＡ４版２枚以内とすること。

評価対象項目（提出様式）

１　○○○に係わる項目
　　　（技術評価様式５－１）
　
　

［技術評価様式５－１、－２］ ※公告に添付された様式を使用すること。
1)　施工計画の記載にあたっては、工事の特徴、現場条件等を考慮した記載をすることとし、実施内容が曖昧な表現は避
　　けること。

2)　評価項目に対する提案数は、優先度の高いものの順に提案１から記載し、最大３提案までとする。これを超える提案に
　　ついては評価しない。

5)　３提案とも未記入、または不適切な提案の場合は、「欠格」とする。

評価項目（提出様式）

３　資格
　　（技術評価様式３）

４　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式３）
　　＜注１＞

５　優良工事技術者表彰
　　（資料提出不要）　＜注１＞

６　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）　＜注１＞

７  継続教育（CPD）の取組状況
　　（技術評価様式１３）<注1>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

1)　配置予定技術者は、建設業法に基づき適正な資格を有する者について技術評価様式３に記載すること。
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（２）－２配置予定技術者のヒアリング
評価基準 評価点

実績として挙げた工事の担当分野に中心的・主体的に参画し、
創意工夫等の積極的な取り組みが確認できる

4

実績として挙げた工事の担当分野において適切な工事管理を
行ったことが確認できる

2

その他 0

当該工種について適切に理解した上で、施工上の提案等積極的
な取り組み姿勢が見られる

4

当該工種について適切に理解している 2

その他 0

質問に対する応答が明快、かつ迅速である 2

その他 0

＊ヒアリングは、実績として挙げた工事や施工計画の提案内容等について３０分程度実施する。

＊入札参加者の都合によりヒアリングが実施できない場合、またはヒアリングを辞退した場合は欠格とし入札は無効とする。

＊入札を行った者が１者であった場合は、ヒアリングは実施しない。

　この場合、配置予定技術者のヒアリングの各評価項目の評価点はその他（０点）として扱うものとする。

2)  配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者とすることができる。この場合、技術
　　評価様式３は全ての配置予定技術者について提出するものとし、配置予定技術者ごとに「配置予定技術者の能力」及
　　び「地域精通度－近隣地域での施工実績」についての評定点を合計し、最も低い評価を受けた者をもって評価点とす
　　る。なお、配置予定技術者は、契約日までに確定すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、ヒアリング結果を加える。

4)　＜注１＞に記載する 同種工事の施工実績（配置予定技術者）、近隣地域での施工実績(配置予定技術者）がある場
　　合は各々について記載すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、同種工事がない場合でも主な工事の施工実績（ヒアリング時
　　　　の資料とする。）を記載すること。

5)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。

3)　配置予定技術者の施工実績は、完成時に監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者又は担当技術者（担当技術者
　　については完成時にCOＲINSに登録された者に限る。）として施工従事したものを対象とする。また、当該技術者の他
　　社で施工従事した経験についても実績としても認める。

6)　配置予定技術者の資格が確認できる資料（一級土木技術検定合格証明書等の建設業法第１５条第２号イに基づく
　　証明書（又は建設業法第１５条第２号ハに基づく大臣認定書：指定業種の場合）、監理技術者資格者証及び監理
　　技術者講習修了証）の写しを添付すること。

7)　技術士については、一級土木施工管理技士等と同等扱いとするので、当該工事（業種）の監理技術者となることが
　　できる部門の技術士登録証（写）及び監理技術者資格者証の写しを添付すること。

8)　配置予定技術者と企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期
　　間、継続した雇用関係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

9)　配置予定技術者の同種工事への施工従事実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契
　　約用設計書表紙、本工事費内訳書及び資格・施工従事実績を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付
　　すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省
　　略することができる。

評価項目

８　技術者の専門技術力

９　当該工事の理解度・取り組
　　み姿勢

10　技術者のコミュニケーショ
　　ン能力

10)  上記１）、６）、８）のいずれか一つでも確認できない場合は、入札参加資格を失格とするので、注意すること。
    　（入札参加資格確認資料に添付している場合は除く。）
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（３）－１企業の施工実績

評価基準 評価点

都道府県又は国機関の同種工事の施工実績あり 2
市町村・公営企業等などの同種工事の施工実績あり 1
その他 0
８０点以上（算出対象工事が複数件） 4
８０点以上（算出対象工事が１件のみ） 3
７７点以上８０点未満 2
７２点以上７７点未満 1
７２点未満（成績実績なし） 0

過去２ヶ年度のそれぞれの平均点が６０点未満、または前年度
以降において５５点未満の工事成績のあるもの -2

特別表彰 あり 3
表彰 あり （特別表彰との重複はしない） 2

表彰はされなかったが、評価要件を満たす工事の実績あり
（表彰との重複はしない）　※＜注１＞個別事項１ 1

上記以外 0
指名停止（３ヶ月以上） -4
指名停止（１ヶ月以上３ヶ月未満） -2
指名停止（１ヶ月未満） -1
なし 0
公告日時点においてＩＳＯ９００１又は１４００１の認証を取得済み 1
認証を未取得 0

（３）－２企業の施工技術

評価項目 評価基準 評価点

活用　あり 1
活用　なし 0

評価項目

８　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式２）
    ＜注１＞

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式２］※公告に添付された様式を使用すること。

９　工事成績
　　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）
　　＜注１＞

10　優良工事表彰等
　　（資料提出不要）＜注１＞

11　事故及び不誠実な行為
　　（資料提出不要） ＜注１＞

12　ＩＳＯ認証取得状況
　　（技術評価様式９）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

13　ＩＣＴ施工技術の活用
　　（技術評価様式27）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

［技術評価様式２７］※公告に添付された様式を使用すること。

1)　本様式により申請のない場合は、評価しない。

2)　ＩＣＴ施工技術の活用（宣誓事項）の履行が確認できない場合は、工事成績評定で３点減ずる。

3)　共同企業体の場合は、代表構成員が申請するものとし、本様式による宣誓事項を企業体として履行するものとする。

1)　企業の施工実績は、＜注１＞に記載する同種工事の施工実績（企業）及び近隣地域での施工実績（企業）がある場合
　　は各々について記載すること。

2)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。（「その他」の発注機関とは、別紙
　　「発注機関一覧表」に掲げられていないものをいう。）

3)　条件に該当する施工実績が複数ある場合は、山梨県、国機関の順に実績を記載すること。

4)　施工実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契約用設計書表紙、本工事費内訳書及び
　　資格・施工従事経験を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で
　　施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省略することができる。

5)　施工実績において、法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日
　　及び旧法人名等の概要が判る書類を添付すること。
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２　企業の信頼性、社会性

（１）地域精通度

評価基準 評価点

実績あり 3

実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

工事箇所と同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所管内に本店を有する 1

その他 0

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
かつ同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
に本店を有する 1

その他 0

（２）地域貢献度

評価基準 評価点

協定の締結あり 2

協定の締結なし 0

①  「災害時における応急対策業務に関する基本協定」
      （（一社）山梨県建設業協会）の締結あり 2

②  上記①以外の山梨県地域防災計画に掲載される各種協定
      の締結あり 1

③  対象協定の締結なし（上記①、②以外） 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

提案あり　または　実績あり 1

提案なし　または　実績なし 0

各技術評価様式の 注）を参照のこと。

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　　「土木一式工事」の場合

評価項目

１　近隣地域での施工実績
　　（企業）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

２　近隣地域での施工実績
　　（配置予定技術者）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　「土木一式工事」以外の場合

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式４］※公告に添付された様式を使用すること。

　　　技術評価様式２、技術評価様式３の資料作成に係る留意事項を参照のこと。

評価項目

５　災害協定の締結（広域応援）
　　（技術評価様式11）<注１>

４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
以外の場合
４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
の場合

資料作成に係る留意事項及び添付書類

６　防疫対策協定の締結
　　（技術評価様式11-1）<注１>

７　土木施設等緊急維持修繕
　　業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

８　道路除雪業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

９　耕作放棄地等の解消
　　（技術評価様式12）<注１>

10　その他の地域貢献<注1>
　　（地域農業参入実績）
　　　　　　　（技術評価様式17)
　　（廃棄物の自県内処分）
　　　　　　　（技術評価様式19）
　　（Co2吸収認証制度実績）
　　　　　　　（技術評価様式20)
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　　（３）－１　企業の取り組み

国家資格を有する若手技術者を配置予定技術者又は担当技術
者として配置 2

国家資格を有しない若手技術者を担当技術者として配置 1

上記以外 0

建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録　あり 2

登録　なし 0

学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が２年以上５年未満
の雇用実績　あり 1

実績　なし 0

1)

2)

3) 

5)

7)

8)

9)

10)

11)

12) 

　　（３）－２　労働者の処遇改善

適用　あり 1

適用　なし 0

１　若手技術者の育成
　　（技術評価様式22）
　　１） ～11）　<注１>

２　技能者の登録
　（技術評価様式23）
　<注１>

国家資格とは、監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格をいう。
国家資格を有しない若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）以外の者とし、配置予定技術者の業務を補佐
する技術者とする。
国家資格を有する若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）とすることができる。

若手（担当）技術者は、公告日が属する年度において３５歳以下の者とする。
また、国家資格を有する若手（担当）技術者は、国家資格（監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格）が確認できる資料
の写しを添付すること。

他工事の従事状況等は、従事している工事について対象工事を落札した場合の配置予定等を記入すること。
従事している他工事の工期延期等により、対象工事に専任配置ができなくなる恐れがある場合は、
他工事との重複申請は行わないこと。

本申請において虚偽記載等があった場合は、指名停止等の措置を行う場合がある。

建設業許可番号は、大臣知事コード（２桁）＋許可番号（６桁）で、ＣＯＲＩＮＳ登録番号は、「登録内容確認書」に記載された
登録番号を記入すること。

若手（担当）技術者の企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期間、
継続した雇用関   係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

4) 若手（担当）技術者は、現場代理人との兼務を認める。若手（担当）技術者を複数人専任配置した場合には最も低い評価を
受けた者をもって評価点とする。

若手（担当）技術者は原則、工事着手時から完成引き渡しの間、専任とする。なお、申請時において他工事に従事している
場合は、対象工事の主要工種開始までの準備工、仮設工の期間は、専任を要しないものとする。ただし、現場代理人と兼務
する場合は、工事着手時から専任とする。

6) 若手（担当）技術者は、複数の技術者を申請することができるが、申請後の変更はできない。なお、専任する者を契約時に
発注者に届けるものとするが、申請時に他工事に従事している場合は、対象工事の主要工種の施工開始までに届けるもの
とする。

３　週休２日制の適用
　（技術評価様式26）
　<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式２６］※公告に添付された様式を使用すること。

３　新規雇用の実績
　（技術評価様式28）
　　12）　<注１>

「新規雇用の実績」として評価する雇用は、次の①から③まで定める要件の全てを満たすものとする。
①学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校若しくは第124条に規定する専修学校を卒業した者又は
   職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第15条の7第1項第1号に規定する職業能力開発校、同項第2号に規定
   する職業能力短期大学校若しくは同項第3号に規定する職業能力開発大学校の訓練課程を修了した者（職業能力開
   発校及び職業能力短期大学校にあっては、短期間の訓練課程を修了した者を除く。）を3年（卒業月または修了月の翌
   月から3年）以内に採用していること。
②①で採用した対象者を入札参加締切日の時点で継続して雇用していること。
③当該対象者に係る採用日から入札参加締切日までの期間が、2年以上5年未満であること。
※当該対象者は、新卒者だけでなく、転職者も含む。また、職種は技術職だけでなく、事務職も含む。

専任された若手（担当）技術者の交代は、死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職等、真にやむを得ない理由を除き、認めない。
また、当該理由を除き、工事の途中において専任配置が履行できなくなった場合は、工事成績評定を３点減ずる。
（なお、複数人専任配置した場合にそのうちの1名でも専任配置できれば工事成績評定の減点の対象としない。）

若手（担当）技術者は、段階確認及び完成検査時に原則立ち会うものとし、発注者の配置状況の履行確認を受けるものと
する。

1)　本様式により申請のない場合は、評価しない。

2)　週休２日制の適用（４週６休以上）の履行が確認できない場合は、工事成績評定で３点減ずる。
    （※当面、技術評価様式２６に記載された宣誓事項の履行が確認できなくても、山梨県各部局で別に定める「週休２日制
      適用工事実施要領」等に基づく週休２日制の適用（４週６休以上）の履行が確認できれば、工事成績評定で減点はしな
      いものとする。）
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３　その他

ア 　各様式に示された注意事項を遵守のうえ、必要事項をそれぞれ記載すること。

イ

ウ

エ

＜注１＞　各評価項目の具体的な内容

評　　価　　内　　容 評価対象期間等

○○を含む請負金額○千万円以上の○○工事の施工実績

但し、元請けとして請負い平成２０年４月１日以降に完成引き渡し
済みの工事（なお、共同企業体の構成員の場合は出資比率が
20％以上のもの）
・工事内容（構造・規模など）の施工実績は、企業体の工事内容
を各企業の工事内容として扱う。
・工事金額の施工実績は、企業体の工事金額に各企業の出資比
率を乗じて得た金額を施工実績として扱う。

・山梨県が実施する「住みよい県土建設週間における知事表
　彰」で優良工事技術者表彰または優良工事表彰の受賞の有
　無
・優良工事の評価要件を満たす対象工事の有無
・工種は問わない

過去３ヶ年度及び当該年度
（当該年度は入札参加資格
申請締切日以前に受賞した
場合）　優良工事の評価要
件を満たす対象工事は、※
個別事項１を参照

山梨県発注工事で主任技術者、監理技術者として最終登録され
た工事における当該工事と同一業種（建設業法第２条第１項に
掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以下切り捨
て）。なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とする。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した工
事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度においては
公告日の前々月末までに完
成、引き渡し済みの工事
※個別事項2を参照

建設系ＣＰＤ協議会及び建築ＣＰＤ運営会議に属する団体の当
該工事の履行に係る国家資格の継続教育に限ることとし、各認
定団体の推奨単位以上の証明がある場合に評価する。

公告日から過去二年以内に
証明期間の一部が含まれて
いること。※個別事項3を参
照

山梨県発注工事における当該工事と同一業種（建設業法第２条
第１項に掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以下
切り捨て）　なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とする。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した工
事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度においては
公告日の前々月末までに完

成、引き渡し済みの工事
※個別事項2を参照

山梨県による指名停止期間の有無
※複数回、指名停止措置を受けた場合は、その合計月数とし、
指名停止期間が評価対象期間に１日でも含まれる場合は全ての
期間を対象とする。

公告日を含む過去１年間の
期間

公告日時点での認証取得している場合に評価する。なお、登録
範囲に対象工事の内容を含んでいるものとする。

公告日時点

本工事において、山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試
行要領」等に基づき、下記（※個別事項4）に掲げる施工プロセス
のうち②④⑤を必ず含むことにより、ＩＣＴ施工技術を活用すること
を宣誓した企業を評価する。

ただし、評価対象は、ＩＣＴ施工技術の活用を「受注者希望型」とし
て公告する工事に限る。（「発注者指定型」として公告する工事等
は除く。）

［技術評価様式２７］による
申請時点
※個別事項４を参照

　技術評価資料については、提出期限以降の差し替え、再提出は認めないので、公告等に示された事項を十分に確認し
　てから提出すること。

　技術評価資料については、一つのＰＤＦファイルにまとめて提出すること。（ファイル名は、公告文に記載された工事名を
　用い「○○工事技術評価資料（会社名）とする）
　その際、添付漏れがないよう注意すること。添付漏れの書類についても、提出期限以降の追加提出は認めない。

　入札時の提出書類（「公告文＞公告個別事項＞提出書類＞１ 参加申請時」に示すもの）についても、一つのＰＤＦファイル
　にまとめて提出すること。

評　価　項　目

１－４
　

１－８

　
同種工事の施工実績
（配置予定技術者）

同種工事の施工実績
（企業）

元請けとして請け負い、平
成20年4月1日以降から入札
参加資格申請締切日までに
完成引き渡し済みの工事。
※個別事項2を参照

１－５
１－１０

　
優良工事技術者表彰
優良工事表彰等

１－７ 継続教育（ＣＰＤ）の取
組状況

１－９
工事成績評定点の平均
点
（企業）

１－13 ＩＣＴ施工技術の活用

１－11 事故及び不誠実な行為

１－12 ＩＳＯ認証取得状況

１－６
工事成績評定点の平均
点
（配置予定技術者）
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記載例
（入札参加者が県内企業に限る場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（入札参加者が県内企業に限らない場合の記載例）
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する企
業を「2点」
・山梨県内に本店を有する企業を「1点」評価する

記載例
（本所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を除く）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（支所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○支所管内に本店を有する企業を「1点」評価する

山梨県地域防災計画に基づく各種協定の有無
ただし、「災害時の広域応援業務に関する協定」（広域応援）は除
く。

入札参加締め切り日が締結
した協定の有効期間中であ
るものを対象とする。

災害時の広域応援業務に関しての協定締結の有無
　(県土整備部・林政部)

入札参加締め切り日が締結
した協定の有効期間中であ
るものを対象とする。

家畜伝染病における防疫対策業務に関しての協定締結の有無
(農政部のみ)

入札参加締め切り日が締結
した協定の有効期間中であ
るものを対象とする。

・山梨県が発注した土木施設等緊急維持修繕業務(発注者の指
　示に基づいて緊急的な対応を行う業務)の受注実績の有無
・対象施設：県が管理する道路（国道、県道、林道）、河川・砂防
　施設、公園施設、下水道施設等で一般の利用に供している施
　設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・山梨県が発注した道路除雪（除雪、排雪または運搬）業務の受
　注実績の有無
・対象施設　県が管理する道路（国道、県道、林道）で一般の利
　用に供している施設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・若手技術者は公告日が属する年度において３５歳以下の者と
　し、国家資格を有する者「2点」、有しない者「1点」とする。

公告日が属する年度の４月
１日以降に３６歳となる者は
対象外

・建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録の有無
・技術評価様式の記載内容による。
・下請は対象外。
・ただし、技能者の雇用が無い企業は、【技術評価様式２３】の注
意事項等の記載の定めによる「企業の登録のみ」の申請があっ
た場合に限り、評価する。

入札参加資格申請締切日
までに登録済みであれば評
価

・学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が2年以上5年未満
の雇用実績を評価する。

［技術評価様式２８］による
申請時点

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」以外
の場合

２－４ 災害協定等の締結

２－６

家畜伝染病における防
疫対策業務に関する協
定の締結
（防疫対策協定）

２－７
土木施設等緊急維持修
繕業務委託の実績

道路除雪業務委託の実
績

３－３ 新規雇用の実績

○○建設事務所管内（又は　○○市町村内）における○○工事
の施工実績

平成２０年４月１日から入札
参加資格申請締切日までに
完成し、引き渡し済みの工
事。なお、共同企業体の構
成員の場合は出資比率が２
０％以上のものに限る。
※個別事項２を参照

２－９
２－１０

耕作放棄地等の解消
その他の地域貢献

各技術評価様式の記載内容による。

３－１

２－１

２－２

近隣地域での施工実績
（企業）
近隣地域での施工実績
（配置予定技術者）

２－５
災害時の広域応援業務
に関する協定の締結
（広域応援）

３－２ 技能者の登録

若手技術者の育成

２－８

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」
の場合
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本工事において、山梨県各部局で別に定める「週休２日制適用
工事実施要領」等に基づき、４週８休以上工事現場を閉所する週
休２日制適用工事の実施を宣誓した企業を評価する。

ただし、評価対象は、週休２日制の適用を「受注者希望型」として
公告する工事に限る。（「発注者指定型」として公告する工事等は
除く。）

［技術評価様式２６］による
申請時点

【評価要件】
次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める条件に全て該当すること。
1)入札参加締め切り日が当該年度の４月１日から当該年度の優良工事表彰の日の前日までの間の場合
　①　当該年度の３カ年前の年度から当該年度の前年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　②　当該業者が当該年度の前年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基
        づく支店・営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠
        陥を有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の３カ年前の年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事
        故・関係法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前々年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実
        績があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

※個別事項1

３－４ 週休２日制の適用

評価対象期間に法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日及び旧法人名
等の概要が判る書類を添付すること。

※個別事項３

※個別事項２

　継続教育（CPD）の評価は、配置予定技術者の学習履歴について、建設系資格認定団体の証明書の写しを求め、
「当該団体の推奨単位以上を取得している。」及び「公告日から過去一年以内に証明期間の一部が含まれていること。」
の証明がある場合について評価する。ただし、令和５年４月１日以降に公告する対象工事において、
上記下線部については、新型コロナウィルス感染拡大の影響により、当面の間、「公告日から過去二年以内に証明期間の
一部が含まれていること。」の証明がある場合について評価する。
　証明期間は、証明書に記載された「取得期間」または、「証明期間」とし、年単位で評価する。証明期間に端数がある
場合は切り上げて評価し、切り上げ後の証明期間年数で単純平均して取得単位を算出する。また、年間または数年間
の推奨単位が記載されている場合は、いずれかが満足していれば評価する。（ＣＰＤ評価対象期間の事例参照）

2)入札参加締め切り日が当該年度の優良工事表彰の日から３月３１日までの間の場合（下記のいずれかの場合の条件
   に全て該当すること。）
[当該年度の前年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE1）]
　① 当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　　　かつ、上記１）の②から⑤の全ての条件に該当すること。

[当該年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE2）]
　① 　当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　② 　当該業者が当該年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基づく支店・
         営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠陥
        を有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事故・関係
        法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実績
        があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

※上記における「当該年度」とは、入札参加締め切り日がその日の属する年度をという。
※上記における「工事成績評定点が８０点」とは、工事成績評定通知書別表１(＊)端数処理前の評定点合計の数値の小
    数点以下を切り捨てた数値とする。
　　また、「６５点」、「７０点」とは、工事成績評定通知書４成績評定①評定点の数値とする。

　優良工事の評価要件を満たす対象工事
　　＜注１＞の規定にかかわらず次のとおりとする。
【1点加点対象】
　下記の【評価要件】を満たす工事実績があった場合には、評価点１点を与えるものとする。なお、工種は問わないものとする。
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《ＣＰＤ評価対象期間の事例》

※個別事項４

山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試行要領」等に基づく、施工プロセスは次のとおりとする。

　　１　施工プロセス
　　　　建設現場における生産性向上のため、下記に掲げる①から⑤の全ての施工プロセスでＩＣＴ施工
　　 技術を活用することをＩＣＴ活用工事（標準実施型）とし、②④⑤の施工プロセスを義務付けながら、
     ①③の施工プロセスについて、受注者の希望によりＩＣＴ施工技術の活用を選択し、部分的に活用
     する工事をＩＣＴ活用工事（簡易型）とする。

　　　　①　３次元起工測量
　　　　②　３次元設計データ作成
　　　　③　ＩＣＴ建設機械による施工
　　　　④　３次元出来形管理等の施工管理
　　　　⑤　３次元データの納品

推奨単位：50単位／年の場合

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：2年間

取得単位：120単位

証明期間：1年間3ヶ月

取得単位：80単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

過去２年間
※2 （暫定の運用）

ケース⑥
証明書発行日

40単位／年 加点しない

ケース⑦
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース⑤
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース④’ 60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース④ 0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース③’
証明書発行日

60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース③
証明書発行日

0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース②
証明書発行日

60単位／年 加点する

過去１年間
※1 （本来の運用）

ケース①
証明書発行日

60単位／年 加点する

公告日

評価単位 評価

・建設系ＣＰＤプログラム：構成団体のＣＰＤ制度概要 （五十音順）平成２９年４月現在

有無
1 有
2 有
3 有
4 有
5 有
6 有
7 有
8 有
9 有
10 有
11 有
12 有
13 有
14 有
15 有
16 －
17 有
18 有
19 有

・建築ＣＰＤ（継続能力／職能開発）情報提供制度

※推奨獲得CPD単位・時間数については、最新の情報を確認すること。

（公社）日本建築士連合会から認定された講習会を受けることを認められた（一社）山梨県管工事協会会員が（公社）日本建築士連合会の

単位認定の講習を受講し12単位（1年間）を取得した場合、評価対象とする。

（一財）建設業振興基金
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築学会
建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会の参加団体

（公社）空気調和・衛生工学会、（一社）建築設備技術者協会、
（一社）電気設備学会、（一社）日本設備設計事務所協会、
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築構造技術者協会

（公社）農業農村工学会 50 単位数・時期

団体名 推奨時間数
（公社）日本建築士会連合会

１２認定時間／年

（一社）日本建築士事務所協会連合会
（公社）日本建築家協会
（一社）日本建設業連合会

（公社）日本造園学会 50 単位数・時期
（公社）日本都市計画学会 50 単位数・時期

（公社）日本建築士会連合会 12 単位数・時期・明細
（公社）日本コンクリート工学会 推奨値なし －

（一社）日本環境アセスメント協会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）日本技術士会 50（150/3年） 単位数・時期

土質・地質技術者生涯学習協議会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）土木学会 50（250/5年） 単位数・時期

（一社）全国土木施工管理技士会連合会 20 単位数・時期・明細
（一社）全日本建設技術協会 25 単位数・時期・明細

（一社）全国上下水道コンサルタント協会 50 単位数・時期
（一社）全国測量設計業協会連合会 20 単位数・時期

（公社）地盤工学会 50 単位数・時期
（一社）森林・自然環境技術者教育会 20 単位数・時期・明細

（一社）建設コンサルタンツ協会 50 単位数・時期
（一社）交通工学研究会 50（200/4年） 単位数・時期

（公社）空気調和・衛生工学会 50 単位数・時期
（一財）建設業振興基金 12 単位数・時期・明細

NO. 学協会名称
推奨獲得 ＣＰＤ証明書

ＣＰＤ単位（  ／年） 内容
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参考＜同種工事の範囲＞ 2013コリンズ工種、工法・型式一覧

山梨県 （企業局を含む）
国機関

国土交通省
内閣府
防衛省（庁）
農林水産省
文部科学省
その他中央省庁
（環境省、厚生労働省、経済産業省、総務省、その他）

都道府県 山梨県以外の都道府県（政令指定都市を含む）

独立行政法人
市町村
公営企業等 （山梨県道路公社等、地方公社を含む）
事業団

日本下水道事業団

民間
高速道路株式会社
電力
ガス
電話会社
ＪＲ、私鉄、地下鉄
石油備蓄会社

築堤工事、護岸工事、根固・水制工事、床止工事（落差工、帯工）、堰（頭首工を含む）・
水門工事、樋門・樋管工事、砂防ダム工事、地滑り防止工事、急傾斜地崩壊対策工事、
治山ダム工事、流路工事、山腹工事、用排水路工事、畑地かんがい工事等

別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関一覧表

機　　　関　　　等 内　　　　　　　訳

1 道路工事
道路改良工事、林道工事、農道工事、歩道設置工事、落石防止工事、コンクリート構造物工事、
道路付属施設工事、構造物撤去工事、橋梁工事等

2 河川・砂防工事
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１　企業の技術力について

（１）配置予定技術者の能力

評価基準 評価点

１級土木施工管理技士等又は同等以上の資格を有する者
※１ 1

上記以外の工事施工等に係わる資格 0

主任（監理）技術者として同種工事の実績あり 2

監理技術者補佐又は担当技術者として同種工事の実績あり 1

その他 0

表彰の実績　あり 1

表彰の実績　なし 0

８０点以上 3

７５点以上８０点未満 2

７０点以上７５点未満 1

７０点未満又は、成績実績なし 0

取組状況が優良 1

取組なし又は取組状況が上記未満 0

※１　同等以上の資格とは、当該工事（業種）の監理技術者となることができる国家資格のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類
［技術評価様式３］

10)  上記１）、６）、８）のいずれか一つでも確認できない場合は、入札参加資格を失格とするので、注意すること。
    　（入札参加資格確認資料に添付している場合は除く。）

技術評価資料作成要領（特別簡易Ⅱ型）

　対象工事は、総合評価落札方式により実施する工事のため、次表の「評価項目、評価基準及び評価点」に基づき参加申請者を
評価するので、内容を確認の上間違えのないように作成すること。

評価項目（提出様式）

１　資格
　　（技術評価様式３）

２　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式３）
　　＜注１＞

３　優良工事技術者表彰
　　（資料提出不要）　＜注１＞

４　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）　＜注１＞

５  継続教育（ＣＰＤ）の取組状況
　　（技術評価様式１３）<注1>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

1)　配置予定技術者は、建設業法に基づき適正な資格を有する者について技術評価様式３に記載すること。

2)  配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者とすることができる。この場合、技術
　　評価様式３は全ての配置予定技術者について提出するものとし、配置予定技術者ごとに「配置予定技術者の能力」及
　　び「地域精通度－近隣地域での施工実績」についての評定点を合計し、最も低い評価を受けた者をもって評価点とす
　　る。なお、配置予定技術者は、契約日までに確定すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、ヒアリング結果を加える。

3)　配置予定技術者の施工実績は、完成時に監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者又は担当技術者（担当技
     術者については完成時にCOＲINSに登録された者に限る。）として施工従事したものを対象とする。また、当該技
     術者の他社で施工従事した経験についても実績としても認める。

4)　＜注１＞に記載する 同種工事の施工実績（配置予定技術者）、近隣地域での施工実績(配置予定技術者）がある場
　　合は各々について記載すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、同種工事がない場合でも主な工事の施工実績（ヒアリング時
　　　　の資料とする。）を記載すること。

5)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。

6)　配置予定技術者の資格が確認できる資料（一級土木技術検定合格証明書等の建設業法第１５条第２号イに基づく
　　証明書（又は建設業法第１５条第２号ハに基づく大臣認定書：指定業種の場合）、監理技術者資格者証及び監理
　　技術者講習修了証）の写しを添付すること。

7)　技術士については、一級土木施工管理技士等と同等扱いとするので、当該工事（業種）の監理技術者となることが
　　できる部門の技術士登録証（写）及び監理技術者資格者証の写しを添付すること。

8)　配置予定技術者と企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期
　　間、継続した雇用関係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

9)　配置予定技術者の同種工事への施工従事実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契
　　約用設計書表紙、本工事費内訳書及び資格・施工従事実績を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付
　　すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省
　　略することができる。
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（１）－２ 配置予定技術者のヒアリング
評価基準 評価点

実績として挙げた工事の担当分野に中心的・主体的に参画し、
創意工夫等の積極的な取り組みが確認できる

4

実績として挙げた工事の担当分野において適切な工事管理を
行ったことが確認できる

2

その他 0

当該工種について適切に理解した上で、施工上の提案等積極
的な取り組み姿勢が見られる

4

当該工種について適切に理解している 2

その他 0

質問に対する応答が明快、かつ迅速である 2

その他 0

＊ヒアリングは、実績として挙げた工事や施工計画の提案内容等について３０分程度実施する。

＊入札参加者の都合によりヒアリングが実施できない場合、またはヒアリングを辞退した場合は欠格とし入札は無効とする。

＊入札を行った者が１者であった場合は、ヒアリングは実施しない。

　この場合、配置予定技術者のヒアリングの各評価項目の評価点はその他（０点）として扱うものとする。

（２）－１企業の施工実績

評価基準 評価点

都道府県又は国機関の同種工事の施工実績あり 2
市町村・公営企業等などの同種工事の施工実績あり 1
その他 0
８０点以上（算出対象工事が複数件） 4
８０点以上（算出対象工事が１件のみ） 3
７７点以上８０点未満 2
７２点以上７７点未満 1
７２点未満（成績実績なし） 0

過去２ヶ年度のそれぞれの平均点が６０点未満、または前年度
以降において５５点未満の工事成績のあるもの -2

特別表彰 あり 3
表彰 あり （特別表彰との重複はしない） 2

表彰はされなかったが、評価要件を満たす工事の実績あり
（表彰との重複はしない）　※＜注１＞個別事項１ 1

上記以外 0
指名停止（３ヶ月以上） -4
指名停止（１ヶ月以上３ヶ月未満） -2
指名停止（１ヶ月未満） -1
なし 0
公告日時点においてＩＳＯ９００１又は１４００１の認証を取得済み 1
認証を未取得 0

７　工事成績
　　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）
　　＜注１＞

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式２］※公告に添付された様式を使用すること。

1)　企業の施工実績は、＜注１＞に記載する同種工事の施工実績（企業）及び近隣地域での施工実績（企業）がある場合
　　は各々について記載すること。

評価項目

６　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式２）
    ＜注１＞

評価項目

６　技術者の専門技術力

７　当該工事の理解度・取り組
　　み姿勢

８　技術者のコミュニケーショ
　　ン能力

８　優良工事表彰等
　　（資料提出不要）＜注１＞

９　事故及び不誠実な行為
　　（資料提出不要） ＜注１＞

10　ＩＳＯ認証取得状況
　　（技術評価様式９）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

3)　条件に該当する施工実績が複数ある場合は、山梨県、国機関の順に実績を記載すること。

2)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。（「その他」の発注機関とは、別紙
　　「発注機関一覧表」に掲げられていないものをいう。）

4)　施工実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契約用設計書表紙、本工事費内訳書及び
　　資格・施工従事経験を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で
　　施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省略することができる。

5)　施工実績において、法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日
　　及び旧法人名等の概要が判る書類を添付すること。
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（２）－２企業の施工技術

評価項目 評価基準 評価点

活用　あり 1
活用　なし 0

２　企業の信頼性、社会性

（１）地域精通度

評価基準 評価点

実績あり 3

実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

工事箇所と同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所管内に本店を有する 1

その他 0

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
かつ同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
に本店を有する 1

その他 0

11　ＩＣＴ施工技術の活用
　　（技術評価様式27）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

［技術評価様式２７］※公告に添付された様式を使用すること。

1)　本様式により申請のない場合は、評価しない。

2)　ＩＣＴ施工技術の活用（宣誓事項）の履行が確認できない場合は、工事成績評定で３点減ずる。

評価項目

１　近隣地域での施工実績
　　（企業）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

２　近隣地域での施工実績
　　（配置予定技術者）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

3)　共同企業体の場合は、代表構成員が申請するものとし、本様式による宣誓事項を企業体として履行するものとする。

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式４］※公告に添付された様式を使用すること。

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　「土木一式工事」以外の場合

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　　「土木一式工事」の場合

　　　技術評価様式２、技術評価様式３の資料作成に係る留意事項を参照のこと。
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（２）地域貢献度

評価基準 評価点

協定の締結あり 2

協定の締結なし 0

①  「災害時における応急対策業務に関する基本協定」
      （（一社）山梨県建設業協会）の締結あり 2

②  上記①以外の山梨県地域防災計画に掲載される各種協定
      の締結あり 1

③  対象協定の締結なし（上記①、②以外） 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

提案あり　または　実績あり 1

提案なし　または　実績なし 0

各技術評価様式の 注）を参照のこと。

　　（３）－１企業の取り組み

国家資格を有する若手技術者を配置予定技術者又は担当
技術者として配置 2

国家資格を有しない若手技術者を担当技術者として配置 1

上記以外 0

建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録　あり 2

登録　なし 0

学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が２年以上５年未満
の雇用実績　あり 1

実績　なし 0

評価項目

４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
以外の場合

４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
の場合

５　災害協定の締結（広域応援）
　　（技術評価様式11）<注１>

６　防疫対策協定の締結
　　（技術評価様式11-1）<注１>

７　土木施設等緊急維持修繕
　　業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

８　道路除雪業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

９　耕作放棄地等の解消
　　（技術評価様式12）<注１>

１０　その他の地域貢献<注1>
　　（地域農業参入実績）
　　　　　　　（技術評価様式17)
　　（廃棄物の自県内処分）
　　　　　　　（技術評価様式19）
　　（Co2吸収認証制度実績）
　　　　　　　（技術評価様式20)

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

１　若手技術者の育成
　　（技術評価様式22）
     １） ～11）　<注１>

２　技能者の登録
　（技術評価様式23）
　<注１>

３　新規雇用の実績
　（技術評価様式28）
　　12）　<注１>

4



1)

2)

3)

4)

5)

6)

7)

10)

11)

12) 

３　その他

ア 　各様式に示された注意事項を遵守のうえ、必要事項をそれぞれ記載すること。

イ

ウ

エ

　技術評価資料については、提出期限以降の差し替え、再提出は認めないので、公告等に示された事項を十分に確認し
　てから提出すること。

　技術評価資料については、一つのＰＤＦファイルにまとめて提出すること。（ファイル名は、公告文に記載された工事名を
　用い「○○工事技術評価資料（会社名）とする）
　その際、添付漏れがないよう注意すること。添付漏れの書類についても、提出期限以降の追加提出は認めない。

　入札時の提出書類（「公告文＞公告個別事項＞提出書類＞１ 参加申請時」に示すもの）についても、一つのＰＤＦ
  ファイルにまとめて提出すること。

建設業許可番号は、大臣知事コード（２桁）＋許可番号（６桁）で、ＣＯＲＩＮＳ登録番号は、「登録内容確認書」に記載された
登録番号を記入すること。

「新規雇用の実績」として評価する雇用は、次の①から③まで定める要件の全てを満たすものとする。
①学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校若しくは第124条に規定する専修学校を卒業した者又は職
   業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第15条の7第1項第1号に規定する職業能力開発校、同項第2号に規定す
   る職業能力短期大学校若しくは同項第3号に規定する職業能力開発大学校の訓練課程を修了した者（職業能力開発
   校及び職業能力短期大学校にあっては、短期間の訓練課程を修了した者を除く。）を3年（卒業月または修了月の翌月
   から3年）以内に採用していること。
②①で採用した対象者を入札参加締切日の時点で継続して雇用していること。
③当該対象者に係る採用日から入札参加締切日までの期間が、2年以上5年未満であること。
※当該対象者は、新卒者だけでなく、転職者も含む。また、職種は技術職だけでなく、事務職も含む。

若手（担当）技術者の企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期間、
継続した雇用関   係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

若手（担当）技術者は、現場代理人との兼務を認める。若手（担当）技術者を複数人専任配置した場合には最も低い評価を
受けた者をもって評価点とする。

若手（担当）技術者は原則、工事着手時から完成引き渡しの間、専任とする。なお、申請時において他工事に従事している
場合は、対象工事の主要工種開始までの準備工、仮設工の期間は、専任を要しないものとする。ただし、現場代理人と兼務
する場合は、工事着手時から専任とする。

国家資格とは、監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格をいう。
国家資格を有しない若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）以外の者とし、配置予定技術者の業務を補
佐する技術者とする。
国家資格を有する若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）とすることができる。

若手（担当）技術者は、公告日が属する年度において３５歳以下の者とする。
また、国家資格を有する若手（担当）技術者は、国家資格（監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格）が確認できる資
料の写しを添付すること。

若手（担当）技術者は、複数の技術者を申請することができるが、申請後の変更はできない。なお、専任する者を契約時に
発注者に届けるものとするが、申請時に他工事に従事している場合は、対象工事の主要工種の施工開始までに届けるもの
とする。

専任された若手（担当）技術者の交代は、死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職等、真にやむを得ない理由を除き、認めな
い。
また、当該理由を除き、工事の途中において専任配置が履行できなくなった場合は、工事成績評定を３点減ずる。
（なお 複数人専任配置した場合にそのうちの1名でも専任配置できれば工事成績評定の減点の対象としない ）

8) 若手（担当）技術者は、段階確認及び完成検査時に原則立ち会うものとし、発注者の配置状況の履行確認を受けるものと
する。

9) 他工事の従事状況等は、従事している工事について対象工事を落札した場合の配置予定等を記入すること。
従事している他工事の工期延期等により、対象工事に専任配置ができなくなる恐れがある場合は、
他工事との重複申請は行わないこと。

本申請において虚偽記載等があった場合は、指名停止等の措置を行う場合がある。
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＜注１＞　各評価項目の具体的な内容

評　　価　　内　　容 評価対象期間等

○○を含む請負金額○千万円以上の○○工事の施工実績

但し、元請けとして請負い平成２０年４月１日以降に完成引き渡
し済みの工事（なお、共同企業体の構成員の場合は出資比率
が20％以上のもの）
・工事内容（構造・規模など）の施工実績は、企業体の工事内容
を各企業の工事内容として扱う。
・工事金額の施工実績は、企業体の工事金額に各企業の出資
比率を乗じて得た金額を施工実績として扱う。

・山梨県が実施する「住みよい県土建設週間における知事表
　彰」で優良工事技術者表彰または優良工事表彰の受賞の有
　無
・優良工事の評価要件を満たす対象工事の有無
・工種は問わない

過去３ヶ年度及び当該年度
（当該年度は入札参加資格
申請締切日以前に受賞し
た場合）　優良工事の評価
要件を満たす対象工事は、
※個別事項１を参照

山梨県発注工事で主任技術者、監理技術者として最終登録さ
れた工事における当該工事と同一業種（建設業法第２条第１項
に掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以下切り捨
て）。なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とする。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した
工事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度において
は公告日の前々月末まで
に完成、引き渡し済みの工
事
※個別事項2を参照

建設系ＣＰＤ協議会及び建築ＣＰＤ運営会議に属する団体の当
該工事の履行に係る国家資格の継続教育に限ることとし、各認
定団体の推奨単位以上の証明がある場合に評価する。

公告日から過去二年以内
に証明期間の一部が含ま
れていること。※個別事項3
を参照

山梨県発注工事における当該工事と同一業種（建設業法第２
条第１項に掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以
下切り捨て）　なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とす
る。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した
工事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度において
は公告日の前々月末まで
に完成、引き渡し済みの工
事
※個別事項2を参照

山梨県による指名停止期間の有無
※複数回、指名停止措置を受けた場合は、その合計月数とし、
指名停止期間が評価対象期間に１日でも含まれる場合は全て
の期間を対象とする。

公告日を含み過去１年間の
期間

公告日時点での認証取得している場合に評価する。なお、登録
範囲に対象工事の内容を含んでいるものとする。

公告日時点

本工事において、山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試
行要領」等に基づき、下記（※個別事項4）に掲げる施工プロセ
スのうち②④⑤を必ず含むことにより、ＩＣＴ施工技術を活用する
ことを宣誓した企業を評価する。

ただし、評価対象は、ＩＣＴ施工技術の活用を「受注者希望型」と
して公告する工事に限る。（「発注者指定型」として公告する工
事等は除く。）

［技術評価様式２７］による
申請時点
※個別事項４を参照

○○建設事務所管内（又は　○○市町村内）における○○工事
の施工実績

○○建設事務所管内（又は　○○市町村内）における○○工事
の施工実績

１－１１ ＩＣＴ施工技術の活用

評　価　項　目

１－２
　

１－６

１－３
１－８

優良工事技術者表彰
優良工事表彰等

同種工事の施工実績
（配置予定技術者）
同種工事の施工実績
（企業）

元請けとして請け負い、平
成20年4月1日以降から入
札参加資格申請締切日ま
でに完成引き渡し済みの工
事。
※個別事項2を参照

１－４

　

工事成績評定点の平
均点
（配置予定技術者）

１－５ 継続教育（ＣＰＤ）の取
組状況

　
１－７ 工事成績評定点の平

均点
（企業）

１－９ 事故及び不誠実な行為

１－１０ ＩＳＯ認証取得状況

２－１

２－２

近隣地域での施工実績
（企業）
近隣地域での施工実績
（配置予定技術者）

平成２０年４月１日から入札
参加資格申請締切日まで
に完成し、引き渡し済みの
工事。なお、共同企業体の
構成員の場合は出資比率
が２０％以上のものに限
る。
※個別事項２を参照
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記載例
（入札参加者が県内企業に限る場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する
企業を「１点」評価する

（入札参加者が県内企業に限らない場合の記載例）
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する
企業を「2点」
・山梨県内に本店を有する企業を「1点」評価する

記載例
（本所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を除く）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（支所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○支所管内に本店を有する企業を「1点」評価する

山梨県地域防災計画に基づく各種協定の有無
ただし、「災害時の広域応援業務に関する協定」（広域応援）は
除く。

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

災害時の広域応援業務に関しての協定締結の有無
(県土整備部・林政部)

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

家畜伝染病における防疫対策業務に関しての協定締結の有無
(農政部のみ)

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

・山梨県が発注した土木施設等緊急維持修繕業務(発注者の指
　示に基づいて緊急的な対応を行う業務)の受注実績の有無
・対象施設：県が管理する道路（国道、県道、林道）、河川・砂防
　施設、公園施設、下水道施設等で一般の利用に供している施
　設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・山梨県が発注した道路除雪（除雪、排雪または運搬）業務の
受
　注実績の有無
・対象施設　県が管理する道路（国道、県道、林道）で一般の利
　用に供している施設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・若手技術者は公告日が属する年度において３５歳以下の者と
　し、国家資格を有する者「2点」、有しない者「1点」とする。

公告日が属する年度の４月
１日以降に３６歳となる者は
対象外

・建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録の有無
・技術評価様式の記載内容による。
・下請は対象外。
・ただし、技能者の雇用が無い企業は、【技術評価様式２３】の
注意事項等の記載の定めによる「企業の登録のみ」の申請が
あった場合に限り、評価する。

入札参加資格申請締切日
までに登録済みであれば評
価

・学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が2年以上5年未満
の雇用実績を評価する。

［技術評価様式２８］による
申請時点

２－５

３－２ 技能者の登録

２－４ 災害協定等の締結

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」
の場合

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」以外
の場合

災害時の広域応援業
務
に関する協定の締結
（広域応援）

２－６ 家畜伝染病における
防疫対策業務に関する
協定の締結
（防疫対策協定）

２－７ 土木施設等緊急維持
修繕業務委託の実績

２－８ 道路除雪業務委託の
実績

２－９
２－10

耕作放棄地等の解消
その他の地域貢献

各技術評価様式の記載内容による。

３－１ 若手技術者の育成

３－３ 新規雇用の実績
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※個別事項３

　継続教育（CPD）の評価は、配置予定技術者の学習履歴について、建設系資格認定団体の証明書の写しを求め、
「当該団体の推奨単位以上を取得している。」及び「公告日から過去一年以内に証明期間の一部が含まれていること。」
の証明がある場合について評価する。ただし、令和５年４月１日以降に公告する対象工事において、
上記下線部については、新型コロナウィルス感染拡大の影響により、当面の間、「公告日から過去二年以内に証明期間の
一部が含まれていること。」の証明がある場合について評価する。
　証明期間は、証明書に記載された「取得期間」または、「証明期間」とし、年単位で評価する。証明期間に端数がある
場合は切り上げて評価し、切り上げ後の証明期間年数で単純平均して取得単位を算出する。また、年間または数年間
の推奨単位が記載されている場合は、いずれかが満足していれば評価する。（ＣＰＤ評価対象期間の事例参照）

※個別事項1

　優良工事の評価要件を満たす対象工事
　　＜注１＞の規定にかかわらず次のとおりとする。
【1点加点対象】
　下記の【評価要件】を満たす工事実績があった場合には、評価点１点を与えるものとする。なお、工種は問わないものとす
る。
【評価要件】
次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める条件に全て該当すること。
1)入札参加締め切り日が当該年度の４月１日から当該年度の優良工事表彰の日の前日までの間の場合
　①　当該年度の３カ年前の年度から当該年度の前年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　②　当該業者が当該年度の前年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基
        づく支店・営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠
        陥を有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の３カ年前の年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事
　　　 故・関係法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前々年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実
        績があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

2)入札参加締め切り日が当該年度の優良工事表彰の日から３月３１日までの間の場合（下記のいずれかの場合の条件
   に全て該当すること。）
[当該年度の前年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE1）]
　① 当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　　　かつ、上記１）の②から⑤の全ての条件に該当すること。

[当該年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE2）]
　① 　当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　② 　当該業者が当該年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基づく支店・
         営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠陥
        を有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事故・関係
        法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実績
        があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

※上記における「当該年度」とは、入札参加締め切り日がその日の属する年度をという。
※上記における「工事成績評定点が８０点」とは、工事成績評定通知書別表１(＊)端数処理前の評定点合計の数値の小
    数点以下を切り捨てた数値とする。
　  また、「６５点」、「７０点」とは、工事成績評定通知書４成績評定①評定点の数値とする。

※個別事項２
評価対象期間に法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日及び旧法人
名等の概要が判る書類を添付すること。
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《ＣＰＤ評価対象期間の事例》

・建設系ＣＰＤプログラム：構成団体のＣＰＤ制度概要 （五十音順）平成２９年４月現在

有無
1 有
2 有
3 有
4 有
5 有
6 有
7 有
8 有
9 有
10 有
11 有
12 有
13 有
14 有
15 有
16 －
17 有
18 有
19 有

・建築ＣＰＤ（継続能力／職能開発）情報提供制度

※推奨獲得CPD単位・時間数については、最新の情報を確認すること。

（公社）日本建築士連合会から認定された講習会を受けることを認められた（一社）山梨県管工事協会会員が（公社）日本建築士連合会の

単位認定の講習を受講し12単位（1年間）を取得した場合、評価対象とする。

（一財）建設業振興基金
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築学会
建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会の参加団体

（公社）空気調和・衛生工学会、（一社）建築設備技術者協会、
（一社）電気設備学会、（一社）日本設備設計事務所協会、
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築構造技術者協会

（公社）農業農村工学会 50 単位数・時期

団体名 推奨時間数
（公社）日本建築士会連合会

１２認定時間／年

（一社）日本建築士事務所協会連合会
（公社）日本建築家協会
（一社）日本建設業連合会

（公社）日本造園学会 50 単位数・時期
（公社）日本都市計画学会 50 単位数・時期

（公社）日本建築士会連合会 12 単位数・時期・明細
（公社）日本コンクリート工学会 推奨値なし －

（一社）日本環境アセスメント協会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）日本技術士会 50（150/3年） 単位数・時期

土質・地質技術者生涯学習協議会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）土木学会 50（250/5年） 単位数・時期

（一社）全国土木施工管理技士会連合会 20 単位数・時期・明細
（一社）全日本建設技術協会 25 単位数・時期・明細

（一社）全国上下水道コンサルタント協会 50 単位数・時期
（一社）全国測量設計業協会連合会 20 単位数・時期

（公社）地盤工学会 50 単位数・時期
（一社）森林・自然環境技術者教育会 20 単位数・時期・明細

（一社）建設コンサルタンツ協会 50 単位数・時期
（一社）交通工学研究会 50（200/4年） 単位数・時期

（公社）空気調和・衛生工学会 50 単位数・時期
（一財）建設業振興基金 12 単位数・時期・明細

NO. 学協会名称
推奨獲得 ＣＰＤ証明書

ＣＰＤ単位（  ／年） 内容

推奨単位：50単位／年の場合

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：2年間

取得単位：120単位

証明期間：1年間3ヶ月

取得単位：80単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

過去２年間
※2 （暫定の運用）

ケース⑥
証明書発行日

40単位／年 加点しない

ケース⑦
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース⑤
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース④’ 60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース④ 0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース③’
証明書発行日

60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース③
証明書発行日

0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース②
証明書発行日

60単位／年 加点する

過去１年間
※1 （本来の運用）

ケース①
証明書発行日

60単位／年 加点する

公告日

評価単位 評価
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参考＜同種工事の範囲＞ 2013コリンズ工種、工法・型式一覧

山梨県 （企業局を含む）
国機関

国土交通省
内閣府
防衛省（庁）
農林水産省
文部科学省
その他中央省庁
（環境省、厚生労働省、経済産業省、総務省、その他）

都道府県 山梨県以外の都道府県（政令指定都市を含む）

独立行政法人
市町村
公営企業等 （山梨県道路公社等、地方公社を含む）
事業団

日本下水道事業団

民間
高速道路株式会社
電力
ガス
電話会社
ＪＲ、私鉄、地下鉄
石油備蓄会社

2 河川・砂防工事
築堤工事、護岸工事、根固・水制工事、床止工事（落差工、帯工）、堰（頭首工を含む）・水門工事、樋門・
樋管工事、砂防ダム工事、地滑り防止工事、急傾斜地崩壊対策工事、治山ダム工事、流路工事、山腹工
事、用排水路工事、畑地かんがい工事等

※個別事項４

1 道路工事

別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関一覧表

機　　　関　　　等 内　　　　　　　訳

山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試行要領」等に基づく、施工プロセスは次のとおりとする。

　　１　施工プロセス
　　　　建設現場における生産性向上のため、下記に掲げる①から⑤の全ての施工プロセスでＩＣＴ施工
　　 技術を活用することをＩＣＴ活用工事（標準実施型）とし、②④⑤の施工プロセスを義務付けながら、
     ①③の施工プロセスについて、受注者の希望によりＩＣＴ施工技術の活用を選択し、部分的に活用
     する工事をＩＣＴ活用工事（簡易型）とする。

　　　　①　３次元起工測量
　　　　②　３次元設計データ作成
　　　　③　ＩＣＴ建設機械による施工
　　　　④　３次元出来形管理等の施工管理
　　　　⑤　３次元データの納品

道路改良工事、林道工事、農道工事、歩道設置工事、落石防止工事、コンクリート構造物工事、道路付属
施設工事、構造物撤去工事、橋梁工事等
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１　企業の技術力について

（１）企業の施工実績

評価基準 評価点

都道府県又は国機関の同種工事の施工実績あり 2
市町村・公営企業等などの同種工事の施工実績あり 1
その他 0
８０点以上（算出対象工事が複数件） 4
８０点以上（算出対象工事が１件のみ） 3
７７点以上８０点未満 2
７２点以上７７点未満 1
７２点未満（成績実績なし） 0

過去２ヶ年度のそれぞれの平均点が６０点未満、または前年度
以降において５５点未満の工事成績のあるもの -2

特別表彰 あり 3
表彰 あり （特別表彰との重複はしない） 2

表彰はされなかったが、評価要件を満たす工事の実績あり
（表彰との重複はしない）　※＜注１＞個別事項１ 1

上記以外 0
指名停止（３ヶ月以上） -4
指名停止（１ヶ月以上３ヶ月未満） -2
指名停止（１ヶ月未満） -1
なし 0

公告日時点においてＩＳＯ９００１又は１４００１の認証を取得済み 1

認証を未取得 0

（２）企業の施工技術

評価項目 評価基準 評価点

活用　あり 1
活用　なし 0

技術評価資料作成要領（特別簡易Ⅰ型）

　対象工事は、総合評価落札方式により実施する工事のため、次表の「評価項目、評価基準及び評価点」に基づき参加申請者を評価
するので、内容を確認の上間違えのないように作成すること。

評価項目

１　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式２）
    ＜注１＞

４　事故及び不誠実な行為
　　（資料提出不要） ＜注１＞

５　ＩＳＯ認証取得状況
　　（技術評価様式９）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

２　工事成績
　　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）
　　＜注１＞

３　優良工事表彰等
　　（資料提出不要）＜注１＞

3)　条件に該当する施工実績が複数ある場合は、山梨県、国機関の順に実績を記載すること。

4)　施工実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契約用設計書表紙、本工事費内訳書及び
　　資格・施工従事経験を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で
　　施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省略することができる。

5)　施工実績において、法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年
     月日及び旧法人名等の概要が判る書類を添付すること。

13　ＩＣＴ施工技術の活用
　　（技術評価様式27）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

2)　ＩＣＴ施工技術の活用（宣誓事項）の履行が確認できない場合は、工事成績評定で３点減ずる。

3)　共同企業体の場合は、代表構成員が申請するものとし、本様式による宣誓事項を企業体として履行するものとする。

［技術評価様式２］※公告に添付された様式を使用すること。

1)　企業の施工実績は、＜注１＞に記載する同種工事の施工実績（企業）及び近隣地域での施工実績（企業）がある場合
　　は各々について記載すること。

2)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。（「その他」の発注機関とは、
     別紙「発注機関一覧表」に掲げられていないものをいう。）

［技術評価様式２７］※公告に添付された様式を使用すること。

1)　本様式により申請のない場合は、評価しない。
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２　企業の信頼性、社会性

（１）地域精通度

評価基準 評価点

実績あり 3

実績なし 0

工事箇所と同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所管内に本店を有する 1

その他 0

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
かつ同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
に本店を有する 1

その他 0

（２）地域貢献度

評価基準 評価点

協定の締結あり 2

協定の締結なし 0

①  「災害時における応急対策業務に関する基本協定」
      （（一社）山梨県建設業協会）の締結あり 2

②  上記①以外の山梨県地域防災計画に掲載される各種協定
      の締結あり 1

③  対象協定の締結なし（上記①、②以外） 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

提案あり　または　実績あり 1

提案なし　または　実績なし 0

各技術評価様式の 注）を参照のこと。

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　　「土木一式工事」の場合

９　その他の地域貢献<注1>
　　（地域農業参入実績）
　　　　　　　（技術評価様式17)
　　（廃棄物の自県内処分）
　　　　　　　（技術評価様式19）
　　（Co2吸収認証制度実績）
　　　　　　　（技術評価様式20)

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

３　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
の場合

１　近隣地域での施工実績
　　（企業）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

６　土木施設等緊急維持修繕
　　業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

７　道路除雪業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

８　耕作放棄地等の解消
　　（技術評価様式12）<注１>

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式４］※公告に添付された様式を使用すること。

　　　技術評価様式２、技術評価様式３の資料作成に係る留意事項を参照のこと。

評価項目

３　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」以
外の場合

評価項目

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　「土木一式工事」以外の場合

４　災害協定の締結（広域応援）
　　（技術評価様式11）<注１>

５　防疫対策協定の締結
　　（技術評価様式11-1）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。
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　　（３）－１企業の取り組み

国家資格を有する若手技術者を配置予定技術者又は担当
技術者として配置 2

国家資格を有しない若手技術者を担当技術者として配置 1

上記以外 0

建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録　あり 2

登録　なし 0

学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が２年以上５年未満
の雇用実績　あり 1

実績　なし 0

1)

2)

3)

4)

5)

6)

7)

8)

9)

10)

11)

12) 

　　（３）－２　労働者の処遇改善

適用　あり 1

適用　なし 0

1)　本様式により申請のない場合は、評価しない。

2)　週休２日制の適用（４週６休以上）の履行が確認できない場合は、工事成績評定で３点減ずる。
    （※当面、技術評価様式２６に記載された宣誓事項の履行が確認できなくても、山梨県各部局で別に定める「週休２日制
      適用工事実施要領」等に基づく週休２日制の適用（４週６休以上）の履行が確認できれば、工事成績評定で減点はしな
      いものとする。）

１　若手技術者の育成
　　（技術評価様式22）
     １）～11）　<注１>

国家資格とは、監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格をいう。
国家資格を有しない若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）以外の者とし、配置予定技術者の業務を補佐
する技術者とする。
国家資格を有する若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）とすることができる。

若手（担当）技術者は、公告日が属する年度において３５歳以下の者とする。
また、国家資格を有する若手（担当）技術者は、国家資格（監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格）が確認できる資料の
写しを添付すること。

若手（担当）技術者は、複数の技術者を申請することができるが、申請後の変更はできない。なお、専任する者を契約時に
発注者に届けるものとするが、申請時に他工事に従事している場合は、対象工事の主要工種の施工開始までに届けるもの
とする。

専任された若手（担当）技術者の交代は、死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職等、真にやむを得ない理由を除き、認めない。
また、当該理由を除き、工事の途中において専任配置が履行できなくなった場合は、工事成績評定を３点減ずる。
（なお、複数人専任配置した場合にそのうちの1名でも専任配置できれば工事成績評定の減点の対象としない。）

若手（担当）技術者は、段階確認及び完成検査時に原則立ち会うものとし、発注者の配置状況の履行確認を受けるものと
する。

「新規雇用の実績」として評価する雇用は、次の①から③まで定める要件の全てを満たすものとする。
①学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校若しくは第124条に規定する専修学校を卒業した者又は職
   業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第15条の7第1項第1号に規定する職業能力開発校、同項第2号に規定す
   る職業能力短期大学校若しくは同項第3号に規定する職業能力開発大学校の訓練課程を修了した者（職業能力開発
   校及び職業能力短期大学校にあっては、短期間の訓練課程を修了した者を除く。）を3年（卒業月または修了月の翌月
   から3年）以内に採用していること。
②①で採用した対象者を入札参加締切日の時点で継続して雇用していること。
③当該対象者に係る採用日から入札参加締切日までの期間が、2年以上5年未満であること。
※当該対象者は、新卒者だけでなく、転職者も含む。また、職種は技術職だけでなく、事務職も含む。

２　技能者の登録
　（技術評価様式23）
　<注１>

若手（担当）技術者の企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期間、
継続した雇用関   係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

３　新規雇用の実績
　（技術評価様式28）
　　12）　<注１>

若手（担当）技術者は、現場代理人との兼務を認める。若手（担当）技術者を複数人専任配置した場合には最も低い評価を
受けた者をもって評価点とする。

若手（担当）技術者は原則、工事着手時から完成引き渡しの間、専任とする。なお、申請時において他工事に従事している
場合は、対象工事の主要工種開始までの準備工、仮設工の期間は、専任を要しないものとする。ただし、現場代理人と兼務
する場合は、工事着手時から専任とする。

他工事の従事状況等は、従事している工事について対象工事を落札した場合の配置予定等を記入すること。
従事している他工事の工期延期等により、対象工事に専任配置ができなくなる恐れがある場合は、
他工事との重複申請は行わないこと。

本申請において虚偽記載等があった場合は、指名停止等の措置を行う場合がある。

建設業許可番号は、大臣知事コード（２桁）＋許可番号（６桁）で、ＣＯＲＩＮＳ登録番号は、「登録内容確認書」に記載された
登録番号を記入すること。

３　週休２日制の適用
　（技術評価様式26）
　<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式２６］※公告に添付された様式を使用すること。
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３　その他

ア 　各様式に示された注意事項を遵守のうえ、必要事項をそれぞれ記載すること。

イ

ウ

エ

＜注１＞　各評価項目の具体的な内容

評　　価　　内　　容 評価対象期間等

○○を含む請負金額○千万円以上の○○工事の施工実績

但し、元請けとして請負い平成２０年４月１日以降に完成引き渡し
済みの工事（なお、共同企業体の構成員の場合は出資比率が
20％以上のもの）
・工事内容（構造・規模など）の施工実績は、企業体の工事内容
を各企業の工事内容として扱う。
・工事金額の施工実績は、企業体の工事金額に各企業の出資
比率を乗じて得た金額を施工実績として扱う。

山梨県発注工事における当該工事と同一業種（建設業法第２条
第１項に掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以下
切り捨て）　なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とする。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した工
事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したもの
及び当該年度においては公
告日の前々月末までに完成、
引き渡し済みの工事
※個別事項2を参照

・山梨県が実施する「住みよい県土建設週間における知事表
　彰」で優良工事技術者表彰または優良工事表彰の受賞の有
　無
・優良工事の評価要件を満たす対象工事の有無
・工種は問わない

過去３ヶ年度及び当該年度
（当該年度は入札参加資格申
請締切日以前に受賞した場
合）　優良工事の評価要件を
満たす対象工事は、※個別事
項１を参照

山梨県による指名停止期間の有無
※複数回、指名停止措置を受けた場合は、その合計月数とし、
指名停止期間が評価対象期間に１日でも含まれる場合は全ての
期間を対象とする。

公告日を含み過去１年間の期
間

公告日時点での認証取得している場合に評価する。なお、登録
範囲に対象工事の内容を含んでいるものとする。

公告日時点

本工事において、山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試
行要領」等に基づき、下記（※個別事項３）に掲げる施工プロセス
のうち②④⑤を必ず含むことにより、ＩＣＴ施工技術を活用するこ
とを宣誓した企業を評価する。

ただし、評価対象は、ＩＣＴ施工技術の活用を「受注者希望型」とし
て公告する工事に限る。（「発注者指定型」として公告する工事等
は除く。）

［技術評価様式２７］による申
請時点
※個別事項３を参照

○○建設事務所管内（又は　○○市町村内）における○○工事
の施工実績

但し、元請けとして受注した工事（なお、共同企業体の構成員の
場合は出資比率が２０％以上のもの）

記載例
（入札参加者が県内企業に限る場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（入札参加者が県内企業に限らない場合の記載例）
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する企
業を「2点」
・山梨県内に本店を有する企業を「1点」評価する

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」以外
の場合

１－２
工事成績評定点の平均
点
（企業）

１－１

ＩＣＴ施工技術の活用

元請けとして請け負い、平成
20年4月1日以降から入札参
加資格申請締切日までに完
成引き渡し済みの工事。
※個別事項2を参照

　入札時の提出書類（「公告文＞公告個別事項＞提出書類＞１ 参加申請時」に示すもの）についても、一つのＰＤＦファイル
  にまとめて提出すること。

１－３ 優良工事表彰等

　技術評価資料については、提出期限以降の差し替え、再提出は認めないので、公告等に示された事項を十分に確認し
　てから提出すること。

　技術評価資料については、一つのＰＤＦファイルにまとめて提出すること。（ファイル名は、公告文に記載された工事名を
　用い「○○工事技術評価資料（会社名）とする）

ＩＳＯ認証取得状況

評　価　項　目

　その際、添付漏れがないよう注意すること。添付漏れの書類についても、提出期限以降の追加提出は認めない。

同種工事の施工実績
（企業）

平成２０年４月１日から入札参
加資格申請締切日までに完
成し、引き渡し済みの工事。な
お、共同企業体の構成員の場
合は出資比率が２０％以上の
ものに限る。
※個別事項２を参照

１－４ 事故及び不誠実な行為

１－５

１－６

２－１ 近隣地域での施工実績
（企業）
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記載例
（本所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を除く）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（支所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○支所管内に本店を有する企業を「1点」評価する

山梨県地域防災計画に基づく各種協定の有無
ただし、「災害時の広域応援業務に関する協定」（広域応援）は
除く。

入札参加締め切り日が締結し
た協定の有効期間中であるも
のを対象とする。

災害時の広域応援業務に関しての協定締結の有無
(県土整備部・林政部)

入札参加締め切り日が締結し
た協定の有効期間中であるも
のを対象とする。

家畜伝染病における防疫対策業務に関しての協定締結の有無
(農政部のみ)

入札参加締め切り日が締結し
た協定の有効期間中であるも
のを対象とする。

・山梨県が発注した土木施設等緊急維持修繕業務(発注者の指
　示に基づいて緊急的な対応を行う業務)の受注実績の有無
・対象施設：県が管理する道路（国道、県道、林道）、河川・砂防
　施設、公園施設、下水道施設等で一般の利用に供している施
　設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札参
加資格申請締切日以前に契
約済みの業務）

・山梨県が発注した道路除雪（除雪、排雪または運搬）業務の受
　注実績の有無
・対象施設　県が管理する道路（国道、県道、林道）で一般の利
　用に供している施設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札参
加資格申請締切日以前に契
約済みの業務）

・若手技術者は公告日が属する年度において３５歳以下の者と
　し、国家資格を有する者「2点」、有しない者「1点」とする。

公告日が属する年度の４月１
日以降に３６歳となる者は対
象外

・建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録の有無
・技術評価様式の記載内容による。
・下請は対象外。
・ただし、技能者の雇用が無い企業は、【技術評価様式２３】
  の注意事項等の記載の定めによる「企業の登録のみ」の申
  請があった場合に限り、評価する。

入札参加資格申請締切日ま
でに登録済みであれば評価

・学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が2年以上5年未
  満の雇用実績を評価する。

［技術評価様式２８］による申
請時点

本工事において、山梨県各部局で別に定める「週休２日制適用
工事実施要領」等に基づき、４週８休以上工事現場を閉所する週
休２日制適用工事の実施を宣誓した企業を評価する。

ただし、評価対象は、週休２日制の適用を「受注者希望型」として
公告する工事に限る。（「発注者指定型」として公告する工事等
は除く。）

［技術評価様式２６］による申
請時点

３－２ 技能者の登録

３－４ 週休２日制の適用

２－４

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」
の場合

２－５ 災害時の広域応援業務
に関する協定の締結
（広域応援）

３－１

２－６
家畜伝染病における防
疫対策業務に関する協
定の締結
（防疫対策協定）

２－７ 土木施設等緊急維持修
繕業務委託の実績

２－８ 道路除雪業務委託の実
績

災害協定等の締結

　優良工事の評価要件を満たす対象工事
　　＜注１＞の規定にかかわらず次のとおりとする。
【1点加点対象】
　下記の【評価要件】を満たす工事実績があった場合には、評価点１点を与えるものとする。なお、工種は問わないものとする。

【評価要件】
次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める条件に全て該当すること。
1)入札参加締め切り日が当該年度の４月１日から当該年度の優良工事表彰の日の前日までの間の場合
　①　当該年度の３カ年前の年度から当該年度の前年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　②　当該業者が当該年度の前年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基
        づく支店・営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠
        陥を有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の３カ年前の年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事
        故・関係法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前々年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実
        績があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

２－９
２－１０

耕作放棄地等の解消
その他の地域貢献

各技術評価様式の記載内容による。

※個別事項1

若手技術者の育成

３－３ 新規雇用の実績
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参考＜同種工事の範囲＞ 2013コリンズ工種、工法・型式一覧

山梨県 （企業局を含む）
国機関

国土交通省
内閣府
防衛省（庁）
農林水産省
文部科学省
その他中央省庁
（環境省、厚生労働省、経済産業省、総務省、その他）

都道府県 山梨県以外の都道府県（政令指定都市を含む）

独立行政法人
市町村
公営企業等 （山梨県道路公社等、地方公社を含む）
事業団

日本下水道事業団

民間
高速道路株式会社
電力
ガス
電話会社
ＪＲ、私鉄、地下鉄
石油備蓄会社

山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試行要領」等に基づく、施工プロセスは次のとおりとする。

　　１　施工プロセス
　　　　建設現場における生産性向上のため、下記に掲げる①から⑤の全ての施工プロセスでＩＣＴ施工
　　 技術を活用することをＩＣＴ活用工事（標準実施型）とし、②④⑤の施工プロセスを義務付けながら、
     ①③の施工プロセスについて、受注者の希望によりＩＣＴ施工技術の活用を選択し、部分的に活用
     する工事をＩＣＴ活用工事（簡易型）とする。

　　　　①　３次元起工測量
　　　　②　３次元設計データ作成
　　　　③　ＩＣＴ建設機械による施工
　　　　④　３次元出来形管理等の施工管理
　　　　⑤　３次元データの納品

別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関一覧表

機　　　関　　　等 内　　　　　　　訳

築堤工事、護岸工事、根固・水制工事、床止工事（落差工、帯工）、堰（頭首工を含む）・水門工事、樋門・樋管
工事、砂防ダム工事、地滑り防止工事、急傾斜地崩壊対策工事、治山ダム工事、流路工事、山腹工事、用排
水路工事、畑地かんがい工事等

2)入札参加締め切り日が当該年度の優良工事表彰の日から３月３１日までの間の場合（下記のいずれかの場合の条件
   に全て該当すること。）
[当該年度の前年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE1）]
　① 当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　　　かつ、上記１）の②から⑤の全ての条件に該当すること。

[当該年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE2）]
　① 　当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　② 　当該業者が当該年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基づく支店・
         営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠陥
        を有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事故・関係
        法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実績
        があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

※上記における「当該年度」とは、入札参加締め切り日がその日の属する年度をという。
※上記における「工事成績評定点が８０点」とは、工事成績評定通知書別表１(＊)端数処理前の評定点合計の数値の小
    数点以下を切り捨てた数値とする。
　 また、「６５点」、「７０点」とは、工事成績評定通知書４成績評定①評定点の数値とする。

※個別事項２

※個別事項３

評価対象期間に法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日及び旧法人名
等の概要が判る書類を添付すること。

1 道路工事
道路改良工事、林道工事、農道工事、歩道設置工事、落石防止工事、コンクリート構造物工事、道路付属施
設工事、構造物撤去工事、橋梁工事等

2 河川・砂防工事
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１　企業の技術力について

（１）　施工計画

評価基準 評価点

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、
工夫が見られる 20

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られる 10

現場条件を踏まえ適切である 0

未記入、または不適切である 欠格

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、
工夫が見られる 20

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られる 10

現場条件を踏まえ適切である 0

未記入、または不適切である 欠格

資料作成に係る留意事項

（２）配置予定技術者の能力 ※代表構成員の配置予定技術者のみ評価する。

評価基準 評価点

主任（監理）技術者として同種工事の実績あり 4

監理技術者補佐又は担当技術者として同種工事の実績あり 2

その他 0

表彰の実績　あり 2

表彰の実績　なし 0

８０点以上 6

７５点以上８０点未満 4

７０点以上７５点未満 2

７０点未満又は、成績実績なし 0

取組状況が優良 2

取組なし又は取組状況が上記未満 0

資料作成に係る留意事項及び添付書類
［技術評価様式３］

技術評価資料作成要領（簡易型・2JV）

　対象工事は、総合評価落札方式により実施する工事のため、次表の「評価項目、評価基準及び評価点」に基づき参加申請者を
評価するので、内容を確認の上間違えのないように作成すること。

3)　施工計画の評価は１提案ごとに評価し、合計して評価点を算出する。

4)　必要に応じ説明図表、写真を添付することとするが、様式を含めＡ４版２枚以内とすること。
5)　３提案とも未記入、または不適切な提案の場合は、「欠格」とする。

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

評価対象項目（提出様式）

１　○○○に係わる項目
　　　（技術評価様式５－１）
　
　

２　○○○に係わる項目
　　　（技術評価様式５－２）
　
　

［技術評価様式５－１、－２］ ※公告に添付された様式を使用すること。

1)　施工計画の記載にあたっては、工事の特徴、現場条件等を考慮した記載をすることとし、実施内容が曖昧な表現は避
　　けること。

2)　評価項目に対する提案数は、優先度の高いものの順に提案１から記載し、最大３提案までとする。これを超える提案に
　　ついては評価しない。

評価項目（提出様式）

３　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式３）
　　＜注１＞

４　優良工事技術者表彰
　　（資料提出不要）　＜注１＞

５　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）　＜注１＞

６  継続教育（CPD）の取組状況
　　（技術評価様式１３）<注1>

1)　配置予定技術者は、建設業法に基づき適正な資格を有する者について技術評価様式３に記載すること。

2)  配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者とすることができる。この場合、技術
　　評価様式３は全ての配置予定技術者について提出するものとし、配置予定技術者ごとに「配置予定技術者の能力」及
　　び「地域精通度－近隣地域での施工実績」についての評定点を合計し、最も低い評価を受けた者をもって評価点とす
　　る。なお、配置予定技術者は、契約日までに確定すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、ヒアリング結果を加える。

3)　配置予定技術者の施工実績は、完成時に監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者又は担当技術者（担当技術者
     については完成時にCOＲINSに登録された者に限る。）として施工従事したものを対象とする。また、当該技術者の
     他社で施工従事した経験についても実績としても認める。
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（２）－２配置予定技術者のヒアリング     ※代表構成員の配置予定技術者のみ評価する。
評価基準 評価点

実績として挙げた工事の担当分野に中心的・主体的に参画し、
創意工夫等の積極的な取り組みが確認できる

8

実績として挙げた工事の担当分野において適切な工事管理を
行ったことが確認できる

4

その他 0

当該工種について適切に理解した上で、施工上の提案等積極
的な取り組み姿勢が見られる

8

当該工種について適切に理解している 4

その他 0

質問に対する応答が明快、かつ迅速である 4

その他 0

＊ヒアリングは、実績として挙げた工事や施工計画の提案内容等について３０分程度実施する。

＊入札参加者の都合によりヒアリングが実施できない場合、またはヒアリングを辞退した場合は欠格とし入札は無効とする。

＊入札を行った者が１者であった場合は、ヒアリングは実施しない。

　この場合、配置予定技術者のヒアリングの各評価項目の評価点はその他（０点）として扱うものとする。

（３）－１企業の施工実績 ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

評価基準 評価点

都道府県又は国機関の同種工事の施工実績あり 2
市町村・公営企業等などの同種工事の施工実績あり 1
その他 0
８０点以上（算出対象工事が複数件） 4
８０点以上（算出対象工事が１件のみ） 3
７７点以上８０点未満 2
７２点以上７７点未満 1
７２点未満（成績実績なし） 0

過去２ヶ年度のそれぞれの平均点が６０点未満、または前年度
以降において５５点未満の工事成績のあるもの -2

特別表彰 あり 3
表彰 あり （特別表彰との重複はしない） 2

表彰はされなかったが、評価要件を満たす工事の実績あり
（表彰との重複はしない）　※＜注１＞個別事項１ 1

上記以外 0
指名停止（３ヶ月以上） -4
指名停止（１ヶ月以上３ヶ月未満） -2
指名停止（１ヶ月未満） -1
なし 0

公告日時点においてＩＳＯ９００１又は１４００１の認証を取得済み 1

認証を未取得 0

８　当該工事の理解度・取り組
　　み姿勢

９　技術者のコミュニケーショ
　　ン能力

4)　＜注１＞に記載する 同種工事の施工実績（配置予定技術者）、近隣地域での施工実績(配置予定技術者）がある場
　　合は各々について記載すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、同種工事がない場合でも主な工事の施工実績（ヒアリング時
　　　　の資料とする。）を記載すること。

5)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。

6)　配置予定技術者の資格が確認できる資料（一級土木技術検定合格証明書等の建設業法第１５条第２号イに基づく
　　証明書（又は建設業法第１５条第２号ハに基づく大臣認定書：指定業種の場合）、監理技術者資格者証及び監理
　　技術者講習修了証）の写しを添付すること。

7)　技術士については、一級土木施工管理技士等と同等扱いとするので、当該工事（業種）の監理技術者となることが
　　できる部門の技術士登録証（写）及び監理技術者資格者証の写しを添付すること。

10)  上記１）、６）、８）のいずれか一つでも確認できない場合は、入札参加資格を失格とするので、注意すること。
    　（入札参加資格確認資料に添付している場合は除く。）

８　工事成績
　　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）
　　＜注１＞

９　優良工事表彰等
　　（資料提出不要）＜注１＞

10　事故及び不誠実な行為
　　（資料提出不要） ＜注１＞

11　ＩＳＯ認証取得状況
　　（技術評価様式９）<注１>

8)　配置予定技術者と企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期
　　間、継続した雇用関係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

9)　配置予定技術者の同種工事への施工従事実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契
　　約用設計書表紙、本工事費内訳書及び資格・施工従事実績を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付
　　すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省
　　略することができる。

評価項目

７　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式２）
    ＜注１＞

評価項目

７　技術者の専門技術力

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。
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（３）－２企業の施工技術

評価項目 評価基準 評価点

活用　あり 2
活用　なし 0

２　企業の信頼性、社会性

（１）地域精通度 ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

評価基準 評価点

実績あり 3

実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

工事箇所と同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所管内に本店を有する 1

その他 0

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
かつ同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
に本店を有する 1

その他 0

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　　「土木一式工事」の場合

3)　共同企業体の場合は、代表構成員が申請するものとし、本様式による宣誓事項を企業体として履行するものとする。

※共同企業体の場合は、代表構成員の申請をもって企業体（各構成員）を評価する。
   （単位評価点×ＪＶ構成員数）

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式４］※公告に添付された様式を使用すること。

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　「土木一式工事」以外の場合

　　　技術評価様式２、技術評価様式３の資料作成に係る留意事項を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式２］※公告に添付された様式を使用すること。

1)　企業の施工実績は、＜注１＞に記載する同種工事の施工実績（企業）及び近隣地域での施工実績（企業）がある場合
　　は各々について記載すること。

2)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。（「その他」の発注機関とは、
　　別紙「発注機関一覧表」に掲げられていないものをいう。）

3)　条件に該当する施工実績が複数ある場合は、山梨県、国機関の順に実績を記載すること。

4)　施工実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契約用設計書表紙、本工事費内訳書及び
　　資格・施工従事経験を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で
　　施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省略することができる。

5)　施工実績において、法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年
     月日及び旧法人名等の概要が判る書類を添付すること。

評価項目

１　近隣地域での施工実績
　　（企業）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

２　近隣地域での施工実績
　　（配置予定技術者）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

12　ＩＣＴ施工技術の活用
　　（技術評価様式27）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

［技術評価様式２７］※公告に添付された様式を使用すること。

1)　本様式により申請のない場合は、評価しない。

2)　ＩＣＴ施工技術の活用（宣誓事項）の履行が確認できない場合は、工事成績評定で３点減ずる。
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（２）地域貢献度 ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

評価基準 評価点

協定の締結あり 2

協定の締結なし 0

①  「災害時における応急対策業務に関する基本協定」
      （（一社）山梨県建設業協会）の締結あり 2

②  上記①以外の山梨県地域防災計画に掲載される各種協定
      の締結あり 1

③  対象協定の締結なし（上記①、②以外） 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

提案あり　または　実績あり 1

提案なし　または　実績なし 0

各構成員ごとに作成すること。

各技術評価様式の 注）を参照のこと。

　　（３）　企業の取り組み ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

国家資格を有する若手技術者を配置予定技術者又は担当
技術者として配置 2

国家資格を有しない若手技術者を担当技術者として配置 1

上記以外 0

建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録　あり 2

登録　なし 0

学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が２年以上５年未満
の雇用実績　あり 1

実績　なし 0

1)

2)

3)

4)

４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
以外の場合
４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
の場合

国家資格とは、監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格をいう。
国家資格を有しない若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）以外の者とし、配置予定技術者の業務を補
佐する技術者とする。
国家資格を有する若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）とすることができる。

評価項目

５　災害協定の締結（広域応援）
　　（技術評価様式11）<注１>

６　防疫対策協定の締結
　　（技術評価様式11-1）<注１>

７　土木施設等緊急維持修繕
　　業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

８　道路除雪業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

９　耕作放棄地等の解消
　　（技術評価様式12）<注１>

10　その他の地域貢献<注1>
　　（地域農業参入実績）
　　　　　　　（技術評価様式17)
　　（廃棄物の自県内処分）
　　　　　　　（技術評価様式19）
　　（Co2吸収認証制度実績）
　　　　　　　（技術評価様式20)

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

１　若手技術者の育成
　　（技術評価様式22）
  　１）～11）　<注１>

２　技能者の登録
　（技術評価様式23）
　<注１>

若手（担当）技術者の企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期間、
継続した雇用関   係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

若手（担当）技術者は、現場代理人との兼務を認める。若手（担当）技術者を複数人専任配置した場合には最も低い評価を
受けた者をもって評価点とする。

若手（担当）技術者は、公告日が属する年度において３５歳以下の者とする。
また、国家資格を有する若手（担当）技術者は、国家資格（監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格）が確認できる資料
の写しを添付すること。

３　新規雇用の実績
　（技術評価様式28）
　　12）　<注１>

5) 若手（担当）技術者は原則、工事着手時から完成引き渡しの間、専任とする。なお、申請時において他工事に従事している
場合は、対象工事の主要工種開始までの準備工、仮設工の期間は、専任を要しないものとする。ただし、現場代理人と兼務
する場合は、工事着手時から専任とする。
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11)

12)

３　その他

ア 　各様式に示された注意事項を遵守のうえ、必要事項をそれぞれ記載すること。

イ

ウ

エ

＜注１＞　各評価項目の具体的な内容

評　　価　　内　　容 評価対象期間等

○○を含む請負金額○千万円以上の○○工事の施工実績

但し、元請けとして請負い平成２０年４月１日以降に完成引き渡
し済みの工事（なお、共同企業体の構成員の場合は出資比率
が20％以上のもの）
・工事内容（構造・規模など）の施工実績は、企業体の工事内容
を各企業の工事内容として扱う。
・工事金額の施工実績は、企業体の工事金額に各企業の出資
比率を乗じて得た金額を施工実績として扱う。

・山梨県が実施する「住みよい県土建設週間における知事表
　彰」で優良工事技術者表彰または優良工事表彰の受賞の有
　無
・優良工事の評価要件を満たす対象工事の有無
・工種は問わない

過去３ヶ年度及び当該年度
（当該年度は入札参加資格
申請締切日以前に受賞し
た場合）　優良工事の評価
要件を満たす対象工事は、
※個別事項１を参照

山梨県発注工事で主任技術者、監理技術者として最終登録さ
れた工事における当該工事と同一業種（建設業法第２条第１項
に掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以下切り捨
て）。なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とする。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した
工事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度において
は公告日の前々月末まで
に完成、引き渡し済みの工
事
※個別事項2を参照

建設系ＣＰＤ協議会及び建築ＣＰＤ運営会議に属する団体の当
該工事の履行に係る国家資格の継続教育に限ることとし、各認
定団体の推奨単位以上の証明がある場合に評価する。

公告日から過去二年以内
に証明期間の一部が含ま
れていること。※個別事項3
を参照

山梨県発注工事における当該工事と同一業種（建設業法第２
条第１項に掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以
下切り捨て）　なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とす
る。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した
工事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度において
は公告日の前々月末まで
に完成、引き渡し済みの工
事
※個別事項2を参照

　技術評価資料については、一つのＰＤＦファイルにまとめて提出すること。（ファイル名は、公告文に記載された工事名を
　用い「○○工事技術評価資料（会社名）とする）

　その際、添付漏れがないよう注意すること。添付漏れの書類についても、提出期限以降の追加提出は認めない。

6) 若手（担当）技術者は、複数の技術者を申請することができるが、申請後の変更はできない。なお、専任する者を契約時に
発注者に届けるものとするが、申請時に他工事に従事している場合は、対象工事の主要工種の施工開始までに届けるもの
とする。

7) 専任された若手（担当）技術者の交代は、死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職等、真にやむを得ない理由を除き、認めな
い。
また、当該理由を除き、工事の途中において専任配置が履行できなくなった場合は、工事成績評定を３点減ずる。
（なお、複数人専任配置した場合にそのうちの1名でも専任配置できれば工事成績評定の減点の対象としない。）

8) 若手（担当）技術者は、段階確認及び完成検査時に原則立ち会うものとし、発注者の配置状況の履行確認を受けるものと
する。

9) 他工事の従事状況等は、従事している工事について対象工事を落札した場合の配置予定等を記入すること。
従事している他工事の工期延期等により、対象工事に専任配置ができなくなる恐れがある場合は、
他工事との重複申請は行わないこと。

10) 本申請において虚偽記載等があった場合は、指名停止等の措置を行う場合がある。

建設業許可番号は、大臣知事コード（２桁）＋許可番号（６桁）で、ＣＯＲＩＮＳ登録番号は、「登録内容確認書」に記載された
登録番号を記入すること。

　技術評価資料については、提出期限以降の差し替え、再提出は認めないので、公告等に示された事項を十分に確認し
　てから提出すること。

評　価　項　目

１－３
　

１－７

同種工事の施工実績
（配置予定技術者）
同種工事の施工実績
（企業）

元請けとして請け負い、平
成20年4月1日以降から入
札参加資格申請締切日ま
でに完成引き渡し済みの工
事。
※個別事項2を参照

　入札時の提出書類（「公告文＞公告個別事項＞提出書類＞１ 参加申請時」に示すもの）についても、一つのＰＤＦファイ
  ルにまとめて提出すること。

「新規雇用の実績」として評価する雇用は、次の①から③まで定める要件の全てを満たすものとする。
①学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校若しくは第124条に規定する専修学校を卒業した者又は職
   業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第15条の7第1項第1号に規定する職業能力開発校、同項第2号に規定す
   る職業能力短期大学校若しくは同項第3号に規定する職業能力開発大学校の訓練課程を修了した者（職業能力開発
   校及び職業能力短期大学校にあっては、短期間の訓練課程を修了した者を除く。）を3年（卒業月または修了月の翌月
   から3年）以内に採用していること。
②①で採用した対象者を入札参加締切日の時点で継続して雇用していること。
③当該対象者に係る採用日から入札参加締切日までの期間が、2年以上5年未満であること。
※当該対象者は、新卒者だけでなく、転職者も含む。また、職種は技術職だけでなく、事務職も含む。

１－４
１－９

優良工事技術者表彰
優良工事表彰等

１－５

　

工事成績評定点の平均
点
（配置予定技術者）

１－６ 継続教育（ＣＰＤ）の取
組状況

　

１－８ 工事成績評定点の平均
点
（企業）
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山梨県による指名停止期間の有無
※複数回、指名停止措置を受けた場合は、その合計月数とし、
指名停止期間が評価対象期間に１日でも含まれる場合は全て
の期間を対象とする。

公告日を含み過去１年間の
期間

公告日時点での認証取得している場合に評価する。なお、登録
範囲に対象工事の内容を含んでいるものとする。

公告日時点

本工事において、山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試
行要領」等に基づき、下記（※個別事項4）に掲げる施工プロセ
スのうち②④⑤を必ず含むことにより、ＩＣＴ施工技術を活用する
ことを宣誓した企業を評価する。

ただし、評価対象は、ＩＣＴ施工技術の活用を「受注者希望型」と
して公告する工事に限る。（「発注者指定型」として公告する工
事等は除く。）

［技術評価様式２７］による
申請時点
※個別事項４を参照

記載例
（入札参加者が県内企業に限る場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する
企業を「１点」評価する

（入札参加者が県内企業に限らない場合の記載例）
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する
企業を「2点」
・山梨県内に本店を有する企業を「1点」評価する

記載例
（本所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を除く）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（支所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○支所管内に本店を有する企業を「1点」評価する

山梨県地域防災計画に基づく各種協定の有無
ただし、「災害時の広域応援業務に関する協定」（広域応援）は
除く。

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

災害時の広域応援業務に関しての協定締結の有無
(県土整備部・林政部)

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

家畜伝染病における防疫対策業務に関しての協定締結の有無
(農政部のみ)

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

・山梨県が発注した土木施設等緊急維持修繕業務(発注者の指
　示に基づいて緊急的な対応を行う業務)の受注実績の有無
・対象施設：県が管理する道路（国道、県道、林道）、河川・砂防
　施設、公園施設、下水道施設等で一般の利用に供している施
　設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・山梨県が発注した道路除雪（除雪、排雪または運搬）業務の
　受注実績の有無
・対象施設　県が管理する道路（国道、県道、林道）で一般の利
　用に供している施設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・若手技術者は公告日が属する年度において３５歳以下の者と
　し、国家資格を有する者「2点」、有しない者「1点」とする。

公告日が属する年度の４月
１日以降に３６歳となる者は
対象外

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」以外
の場合

２－３

１－１０ 事故及び不誠実な行為

１－１１ ＩＳＯ認証取得状況

１－１２ ＩＣＴ施工技術の活用

２－１

２－２

近隣地域での施工実績
（企業）
近隣地域での施工実績
（配置予定技術者）

平成２０年４月１日から入札
参加資格申請締切日まで
に完成し、引き渡し済みの
工事。なお、共同企業体の
構成員の場合は出資比率
が２０％以上のものに限
る。
※個別事項２を参照

２－４ 災害協定等の締結

○○建設事務所管内（又は　○○市町村内）における○○工事
の施工実績

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」
の場合

２－５ 災害時の広域応援業務
に関する協定の締結
（広域応援）

２－６
家畜伝染病における防
疫対策業務に関する協
定の締結（防疫対策協
定）

２－７ 土木施設等緊急維持修
繕業務委託の実績

２－８
道路除雪業務委託の実
績

２－９
２－１０

耕作放棄地等の解消
その他の地域貢献

各技術評価様式の記載内容による。

３－１ 若手技術者の育成
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・建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録の有無
・技術評価様式の記載内容による。
・下請は対象外。
・ただし、技能者の雇用が無い企業は、【技術評価様式２３】の
注意事項等の記載の定めによる「企業の登録のみ」の申請が
あった場合に限り、評価する。

入札参加資格申請締切日
までに登録済みであれば評
価

・学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が2年以上5年未満
の雇用実績を評価する。

［技術評価様式２８］による
申請時点

　継続教育（CPD）の評価は、配置予定技術者の学習履歴について、建設系資格認定団体の証明書の写しを求め、
「当該団体の推奨単位以上を取得している。」及び「公告日から過去一年以内に証明期間の一部が含まれていること。」
の証明がある場合について評価する。ただし、令和５年４月１日以降に公告する対象工事において、
上記下線部については、新型コロナウィルス感染拡大の影響により、当面の間、「公告日から過去二年以内に証明期間の
一部が含まれていること。」の証明がある場合について評価する。
　証明期間は、証明書に記載された「取得期間」または、「証明期間」とし、年単位で評価する。証明期間に端数がある
場合は切り上げて評価し、切り上げ後の証明期間年数で単純平均して取得単位を算出する。また、年間または数年間
の推奨単位が記載されている場合は、いずれかが満足していれば評価する。（ＣＰＤ評価対象期間の事例参照）

※個別事項1

３－２ 技能者の登録

３－３ 新規雇用の実績

※個別事項２

評価対象期間に法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日及び旧法人
名等の概要が判る書類を添付すること。

※個別事項３

　優良工事の評価要件を満たす対象工事
　　＜注１＞の規定にかかわらず次のとおりとする。
【1点加点対象】
　下記の【評価要件】を満たす工事実績があった場合には、評価点１点を与えるものとする。なお、工種は問わないものとす
る。
【評価要件】
次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める条件に全て該当すること。
1)入札参加締め切り日が当該年度の４月１日から当該年度の優良工事表彰の日の前日までの間の場合
　①　当該年度の３カ年前の年度から当該年度の前年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　②　当該業者が当該年度の前年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基
　　　 づく支店・営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠
        陥を有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の３カ年前の年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事
        故・関係法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前々年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実
        績があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

2)入札参加締め切り日が当該年度の優良工事表彰の日から３月３１日までの間の場合（下記のいずれかの場合の条件
   に全て該当すること。）
[当該年度の前年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE1）]
　① 当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　　　かつ、上記１）の②から⑤の全ての条件に該当すること。

[当該年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE2）]
　① 　当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　② 　当該業者が当該年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基づく支店・
         営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠陥
        を有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事故・関係
        法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実績
        があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

※上記における「当該年度」とは、入札参加締め切り日がその日の属する年度をという。
※上記における「工事成績評定点が８０点」とは、工事成績評定通知書別表１(＊)端数処理前の評定点合計の数値の小
    数点以下を切り捨てた数値とする。
　 また、「６５点」、「７０点」とは、工事成績評定通知書４成績評定①評定点の数値とする。
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※個別事項４

山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試行要領」等に基づく、施工プロセスは次のとおりとする。

　　１　施工プロセス
　　　　建設現場における生産性向上のため、下記に掲げる①から⑤の全ての施工プロセスでＩＣＴ施工
　　 技術を活用することをＩＣＴ活用工事（標準実施型）とし、②④⑤の施工プロセスを義務付けながら、
     ①③の施工プロセスについて、受注者の希望によりＩＣＴ施工技術の活用を選択し、部分的に活用
     する工事をＩＣＴ活用工事（簡易型）とする。

　　　　①　３次元起工測量
　　　　②　３次元設計データ作成
　　　　③　ＩＣＴ建設機械による施工
　　　　④　３次元出来形管理等の施工管理
　　　　⑤　３次元データの納品

《ＣＰＤ評価対象期間の事例》

・建設系ＣＰＤプログラム：構成団体のＣＰＤ制度概要 （五十音順）平成２９年４月現在

有無
1 有
2 有
3 有
4 有
5 有
6 有
7 有
8 有
9 有
10 有
11 有
12 有
13 有
14 有
15 有
16 －
17 有
18 有
19 有

・建築ＣＰＤ（継続能力／職能開発）情報提供制度

※推奨獲得CPD単位・時間数については、最新の情報を確認すること。

（公社）日本建築士連合会から認定された講習会を受けることを認められた（一社）山梨県管工事協会会員が（公社）日本建築士連合会の

単位認定の講習を受講し12単位（1年間）を取得した場合、評価対象とする。

（一財）建設業振興基金
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築学会
建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会の参加団体

（公社）空気調和・衛生工学会、（一社）建築設備技術者協会、
（一社）電気設備学会、（一社）日本設備設計事務所協会、
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築構造技術者協会

（公社）農業農村工学会 50 単位数・時期

団体名 推奨時間数
（公社）日本建築士会連合会

１２認定時間／年

（一社）日本建築士事務所協会連合会
（公社）日本建築家協会
（一社）日本建設業連合会

（公社）日本造園学会 50 単位数・時期
（公社）日本都市計画学会 50 単位数・時期

（公社）日本建築士会連合会 12 単位数・時期・明細
（公社）日本コンクリート工学会 推奨値なし －

（一社）日本環境アセスメント協会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）日本技術士会 50（150/3年） 単位数・時期

土質・地質技術者生涯学習協議会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）土木学会 50（250/5年） 単位数・時期

（一社）全国土木施工管理技士会連合会 20 単位数・時期・明細
（一社）全日本建設技術協会 25 単位数・時期・明細

（一社）全国上下水道コンサルタント協会 50 単位数・時期
（一社）全国測量設計業協会連合会 20 単位数・時期

（公社）地盤工学会 50 単位数・時期
（一社）森林・自然環境技術者教育会 20 単位数・時期・明細

（一社）建設コンサルタンツ協会 50 単位数・時期
（一社）交通工学研究会 50（200/4年） 単位数・時期

（公社）空気調和・衛生工学会 50 単位数・時期
（一財）建設業振興基金 12 単位数・時期・明細

NO. 学協会名称
推奨獲得 ＣＰＤ証明書

ＣＰＤ単位（  ／年） 内容

推奨単位：50単位／年の場合

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：2年間

取得単位：120単位

証明期間：1年間3ヶ月

取得単位：80単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

過去２年間
※2 （暫定の運用）

ケース⑥
証明書発行日

40単位／年 加点しない

ケース⑦
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース⑤
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース④’ 60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース④ 0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース③’
証明書発行日

60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース③
証明書発行日

0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース②
証明書発行日

60単位／年 加点する

過去１年間
※1 （本来の運用）

ケース①
証明書発行日

60単位／年 加点する

公告日

評価単位 評価
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参考＜同種工事の範囲＞ 2013コリンズ工種、工法・型式一覧

山梨県 （企業局を含む）
国機関

国土交通省
内閣府
防衛省（庁）
農林水産省
文部科学省
その他中央省庁
（環境省、厚生労働省、経済産業省、総務省、その他）

都道府県 山梨県以外の都道府県（政令指定都市を含む）

独立行政法人
市町村
公営企業等 （山梨県道路公社等、地方公社を含む）
事業団

日本下水道事業団

民間
高速道路株式会社
電力
ガス
電話会社
ＪＲ、私鉄、地下鉄
石油備蓄会社

別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関一覧表

機　　　関　　　等 内　　　　　　　訳

1 道路工事
道路改良工事、林道工事、農道工事、歩道設置工事、落石防止工事、コンクリート構造物工事、道路付属
施設工事、構造物撤去工事、橋梁工事等

2 河川・砂防工事
築堤工事、護岸工事、根固・水制工事、床止工事（落差工、帯工）、堰（頭首工を含む）・水門工事、樋門・
樋管工事、砂防ダム工事、地滑り防止工事、急傾斜地崩壊対策工事、治山ダム工事、流路工事、山腹工
事、用排水路工事、畑地かんがい工事等
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１　企業の技術力について

（１）　施工計画

評価基準 評価点

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、
工夫が見られる

30

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られる 15

現場条件を踏まえ適切である 0

未記入、または不適切である 欠格

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、
工夫が見られる

30

現場条件を踏まえ適切であり、工夫が見られる 15

現場条件を踏まえ適切である 0

未記入、または不適切である 欠格

資料作成に係る留意事項

（２）配置予定技術者の能力 ※代表構成員の配置予定技術者のみ評価する。

評価基準 評価点

主任（監理）技術者として同種工事の実績あり 6

監理技術者補佐又は担当技術者として同種工事の実績あり 3

その他 0

表彰の実績　あり 3

表彰の実績　なし 0

８０点以上 9

７５点以上８０点未満 6

７０点以上７５点未満 3

７０点未満又は、成績実績なし 0

取組状況が優良 3

取組なし又は取組状況が上記未満 0

資料作成に係る留意事項及び添付書類
［技術評価様式３］

技術評価資料作成要領（簡易型・3JV）

　対象工事は、総合評価落札方式により実施する工事のため、次表の「評価項目、評価基準及び評価点」に基づき参加申請者を
評価するので、内容を確認の上間違えのないように作成すること。

評価対象項目（提出様式）

１　○○○に係わる項目
　　　（技術評価様式５－１）
　
　

２　○○○に係わる項目
　　　（技術評価様式５－２）
　
　

［技術評価様式５－１、－２］ ※公告に添付された様式を使用すること。
1)　施工計画の記載にあたっては、工事の特徴、現場条件等を考慮した記載をすることとし、実施内容が曖昧な表現は避
　　けること。

2)　評価項目に対する提案数は、優先度の高いものの順に提案１から記載し、最大３提案までとする。これを超える提案に
　　ついては評価しない。

3)　施工計画の評価は１提案ごとに評価し、合計して評価点を算出する。

4)　必要に応じ説明図表、写真を添付することとするが、様式を含めＡ４版２枚以内とすること。
5)　３提案とも未記入、または不適切な提案の場合は、「欠格」とする。

評価項目（提出様式）

３　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式３）
　　＜注１＞

４　優良工事技術者表彰
　　（資料提出不要）　＜注１＞

５　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）　＜注１＞

６  継続教育（CPD）の取組状況
　　（技術評価様式13）<注1>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

1)　配置予定技術者は、建設業法に基づき適正な資格を有する者について技術評価様式３に記載すること。

2)  配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者とすることができる。この場合、技術
　　評価様式３は全ての配置予定技術者について提出するものとし、配置予定技術者ごとに「配置予定技術者の能力」及
　　び「地域精通度－近隣地域での施工実績」についての評定点を合計し、最も低い評価を受けた者をもって評価点とす
　　る。なお、配置予定技術者は、契約日までに確定すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、ヒアリング結果を加える。

3)　配置予定技術者の施工実績は、完成時に監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者又は担当技術者（担当技術者
　　については完成時にCOＲINSに登録された者に限る。）として施工従事したものを対象とする。また、当該技術者の他
     社で施工従事した経験についても実績としても認める。
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（２）－２配置予定技術者のヒアリング     ※代表構成員の配置予定技術者のみ評価する。
評価基準 評価点

実績として挙げた工事の担当分野に中心的・主体的に参画し、
創意工夫等の積極的な取り組みが確認できる

12

実績として挙げた工事の担当分野において適切な工事管理を
行ったことが確認できる

6

その他 0

当該工種について適切に理解した上で、施工上の提案等積極
的な取り組み姿勢が見られる

12

当該工種について適切に理解している 6

その他 0

質問に対する応答が明快、かつ迅速である 6

その他 0

＊ヒアリングは、実績として挙げた工事や施工計画の提案内容等について３０分程度実施する。

＊入札参加者の都合によりヒアリングが実施できない場合、またはヒアリングを辞退した場合は欠格とし入札は無効とする。

＊入札を行った者が１者であった場合は、ヒアリングは実施しない。

　この場合、配置予定技術者のヒアリングの各評価項目の評価点はその他（０点）として扱うものとする。

（３）－１企業の施工実績 ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

評価基準 評価点

都道府県又は国機関の同種工事の施工実績あり 2
市町村・公営企業等などの同種工事の施工実績あり 1
その他 0
８０点以上（算出対象工事が複数件） 4
８０点以上（算出対象工事が１件のみ） 3
７７点以上８０点未満 2
７２点以上７７点未満 1
７２点未満（成績実績なし） 0

過去２ヶ年度のそれぞれの平均点が６０点未満、または前年度
以降において５５点未満の工事成績のあるもの

-2

特別表彰 あり 3
表彰 あり （特別表彰との重複はしない） 2

表彰はされなかったが、評価要件を満たす工事の実績あり
（表彰との重複はしない）　※＜注１＞個別事項１

1

上記以外 0
指名停止（３ヶ月以上） -4
指名停止（１ヶ月以上３ヶ月未満） -2
指名停止（１ヶ月未満） -1
なし 0

公告日時点においてＩＳＯ９００１又は１４００１の認証を取得済み 1

認証を未取得 0

９　技術者のコミュニケーショ
　　ン能力

4)　＜注１＞に記載する 同種工事の施工実績（配置予定技術者）、近隣地域での施工実績(配置予定技術者）がある場
　　合は各々について記載すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、同種工事がない場合でも主な工事の施工実績（ヒアリング時
　　　　の資料とする。）を記載すること。

5)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。

6)　配置予定技術者の資格が確認できる資料（一級土木技術検定合格証明書等の建設業法第１５条第２号イに基づく
　　証明書（又は建設業法第１５条第２号ハに基づく大臣認定書：指定業種の場合）、監理技術者資格者証及び監理
　　技術者講習修了証）の写しを添付すること。

7)　技術士については、一級土木施工管理技士等と同等扱いとするので、当該工事（業種）の監理技術者となることが
　　できる部門の技術士登録証（写）及び監理技術者資格者証の写しを添付すること。

10)  上記１）、６）、８）のいずれか一つでも確認できない場合は、入札参加資格を失格とするので、注意すること。
    　（入札参加資格確認資料に添付している場合は除く。）

9)　配置予定技術者の同種工事への施工従事実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契
　　約用設計書表紙、本工事費内訳書及び資格・施工従事実績を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付
　　すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省
　　略することができる。

８　工事成績
　　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）
　　＜注１＞

９　優良工事表彰等
　　（資料提出不要）＜注１＞

10　事故及び不誠実な行為
　　（資料提出不要） ＜注１＞

11　ＩＳＯ認証取得状況
　　（技術評価様式９）<注１>

8)　配置予定技術者と企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期
　　間、継続した雇用関係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

評価項目

７　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式２）
    ＜注１＞

評価項目

７　技術者の専門技術力

８　当該工事の理解度・取り組
　　み姿勢

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。
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（３）－２企業の施工技術

評価項目 評価基準 評価点

活用　あり 3
活用　なし 0

２　企業の信頼性、社会性

（１）地域精通度 ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

評価基準 評価点

実績あり 3

実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

工事箇所と同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所管内に本店を有する 1

その他 0

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
かつ同一の市町村内に本店を有する

2

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
に本店を有する

1

その他 0

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　「土木一式工事」以外の場合

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　　「土木一式工事」の場合

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式４］※公告に添付された様式を使用すること。

　　　技術評価様式２、技術評価様式３の資料作成に係る留意事項を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式２］※公告に添付された様式を使用すること。

1)　企業の施工実績は、＜注１＞に記載する同種工事の施工実績（企業）及び近隣地域での施工実績（企業）がある場合
　　は各々について記載すること。

2)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。（「その他」の発注機関とは、別紙
     「発注機関一覧表」に掲げられていないものをいう。）

3)　条件に該当する施工実績が複数ある場合は、山梨県、国機関の順に実績を記載すること。

4)　施工実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契約用設計書表紙、本工事費内訳書及び
　　資格・施工従事経験を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で
　　施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省略することができる。

5)　施工実績において、法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日
     及び旧法人名等の概要が判る書類を添付すること。

評価項目

※共同企業体の場合は、代表構成員の申請をもって企業体（各構成員）を評価する。
   （単位評価点×ＪＶ構成員数）

12　ＩＣＴ施工技術の活用
　　（技術評価様式27）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

［技術評価様式２７］※公告に添付された様式を使用すること。

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

1)　本様式により申請のない場合は、評価しない。

2)　ＩＣＴ施工技術の活用（宣誓事項）の履行が確認できない場合は、工事成績評定で３点減ずる。

3)　共同企業体の場合は、代表構成員が申請するものとし、本様式による宣誓事項を企業体として履行するものとする。

１　近隣地域での施工実績
　　（企業）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

２　近隣地域での施工実績
　　（配置予定技術者）
　　（技術評価様式４）＜注１＞
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（２）地域貢献度 ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

評価基準 評価点

協定の締結あり 2

協定の締結なし 0

①  「災害時における応急対策業務に関する基本協定」
      （（一社）山梨県建設業協会）の締結あり

2

②  上記①以外の山梨県地域防災計画に掲載される各種協定
      の締結あり

1

③  対象協定の締結なし（上記①、②以外） 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

提案あり　または　実績あり 1

提案なし　または　実績なし 0

各構成員ごとに作成すること。

各技術評価様式の 注）を参照のこと。

　　（３）　企業の取り組み ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

国家資格を有する若手技術者を配置予定技術者又は担当技術
者として配置 2

国家資格を有しない若手技術者を担当技術者として配置 1

上記以外 0

建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録　あり 2

登録　なし 0

学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が２年以上５年未満
の雇用実績　あり 1

実績　なし 0

1)

2)

3)

4)

評価項目

５　災害協定の締結（広域応援）
　　（技術評価様式11）<注１>

６　防疫対策協定の締結
　　（技術評価様式11-1）<注１>

７　土木施設等緊急維持修繕
　　業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
以外の場合

４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
の場合

８　道路除雪業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

９　耕作放棄地等の解消
　　（技術評価様式12）<注１>

10　その他の地域貢献<注1>
　　（地域農業参入実績）
　　　　　　　（技術評価様式17)
　　（廃棄物の自県内処分）
　　　　　　　（技術評価様式19）
　　（Co2吸収認証制度実績）
　　　　　　　（技術評価様式20)

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

１　若手技術者の育成
　　（技術評価様式22）
     １）～11）　<注１>

２　技能者の登録
　（技術評価様式23）
　<注１>

若手（担当）技術者の企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期間、
継続した雇用関   係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

３　新規雇用の実績
　（技術評価様式28）
　　12）　<注１>

若手（担当）技術者は、現場代理人との兼務を認める。若手（担当）技術者を複数人専任配置した場合には最も低い評価を
受けた者をもって評価点とする。

若手（担当）技術者は、公告日が属する年度において３５歳以下の者とする。
また、国家資格を有する若手（担当）技術者は、国家資格（監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格）が確認できる資料
の写しを添付すること。

国家資格とは、監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格をいう。
国家資格を有しない若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）以外の者とし、配置予定技術者の業務を補
佐する技術者とする。
国家資格を有する若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）とすることができる。
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7)

10)

12) 

３　その他

ア 　各様式に示された注意事項を遵守のうえ、必要事項をそれぞれ記載すること。

イ

ウ

エ

＜注１＞　各評価項目の具体的な内容

○○を含む請負金額○千万円以上の○○工事の施工実績

但し、元請けとして請負い平成２０年４月１日以降に完成引き渡
し済みの工事（なお、共同企業体の構成員の場合は出資比率
が20％以上のもの）
・工事内容（構造・規模など）の施工実績は、企業体の工事内容
を各企業の工事内容として扱う。
・工事金額の施工実績は、企業体の工事金額に各企業の出資
比率を乗じて得た金額を施工実績として扱う。

・山梨県が実施する「住みよい県土建設週間における知事表
　彰」で優良工事技術者表彰または優良工事表彰の受賞の有
　無
・優良工事の評価要件を満たす対象工事の有無
・工種は問わない

過去３ヶ年度及び当該年度
（当該年度は入札参加資格
申請締切日以前に受賞し
た場合）　優良工事の評価
要件を満たす対象工事は、
※個別事項１を参照

山梨県発注工事で主任技術者、監理技術者として最終登録さ
れた工事における当該工事と同一業種（建設業法第２条第１項
に掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以下切り捨
て）。なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とする。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した
工事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度において
は公告日の前々月末まで
に完成、引き渡し済みの工
事
※個別事項2を参照

建設系ＣＰＤ協議会及び建築ＣＰＤ運営会議に属する団体の当
該工事の履行に係る国家資格の継続教育に限ることとし、各認
定団体の推奨単位以上の証明がある場合に評価する。

公告日から過去二年以内
に証明期間の一部が含ま
れていること。※個別事項3
を参照

山梨県発注工事における当該工事と同一業種（建設業法第２
条第１項に掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以
下切り捨て）　なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とす
る。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した
工事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度において
は公告日の前々月末まで
に完成、引き渡し済みの工
事
※個別事項2を参照

　

１－８ 工事成績評定点の平
均点
（企業）

１－６ 継続教育（ＣＰＤ）の取
組状況

元請けとして請け負い、平
成20年4月1日以降から入
札参加資格申請締切日ま
でに完成引き渡し済みの工
事。
※個別事項2を参照

１－５

　

工事成績評定点の平
均点
（配置予定技術者）

5) 若手（担当）技術者は原則、工事着手時から完成引き渡しの間、専任とする。なお、申請時において他工事に従事している
場合は、対象工事の主要工種開始までの準備工、仮設工の期間は、専任を要しないものとする。ただし、現場代理人と兼務
する場合は、工事着手時から専任とする。

6) 若手（担当）技術者は、複数の技術者を申請することができるが、申請後の変更はできない。なお、専任する者を契約時に
発注者に届けるものとするが、申請時に他工事に従事している場合は、対象工事の主要工種の施工開始までに届けるもの
とする。

専任された若手（担当）技術者の交代は、死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職等、真にやむを得ない理由を除き、認めな
い。
また、当該理由を除き、工事の途中において専任配置が履行できなくなった場合は、工事成績評定を３点減ずる。
（なお、複数人専任配置した場合にそのうちの1名でも専任配置できれば工事成績評定の減点の対象としない。）

8) 若手（担当）技術者は、段階確認及び完成検査時に原則立ち会うものとし、発注者の配置状況の履行確認を受けるものと
する。

9) 他工事の従事状況等は、従事している工事について対象工事を落札した場合の配置予定等を記入すること。
従事している他工事の工期延期等により、対象工事に専任配置ができなくなる恐れがある場合は、
他工事との重複申請は行わないこと。

本申請において虚偽記載等があった場合は、指名停止等の措置を行う場合がある。

11) 建設業許可番号は、大臣知事コード（２桁）＋許可番号（６桁）で、ＣＯＲＩＮＳ登録番号は、「登録内容確認書」に記載された
登録番号を記入すること。

　技術評価資料については、提出期限以降の差し替え、再提出は認めないので、公告等に示された事項を十分に確認し
　てから提出すること。

　技術評価資料については、一つのＰＤＦファイルにまとめて提出すること。（ファイル名は、公告文に記載された工事名を
　用い「○○工事技術評価資料（会社名）とする）

　その際、添付漏れがないよう注意すること。添付漏れの書類についても、提出期限以降の追加提出は認めない。

　入札時の提出書類（「公告文＞公告個別事項＞提出書類＞１ 参加申請時」に示すもの）についても、一つのＰＤＦファイ
  ルにまとめて提出すること。

「新規雇用の実績」として評価する雇用は、次の①から③まで定める要件の全てを満たすものとする。
①学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校若しくは第124条に規定する専修学校を卒業した者又は職業能
   力開発促進法（昭和44年法律第64号）第15条の7第1項第1号に規定する職業能力開発校、同項第2号に規定する職業能力
   短期大学校若しくは同項第3号に規定する職業能力開発大学校の訓練課程を修了した者（職業能力開発校及び職業能力
   短期大学校にあっては、短期間の訓練課程を修了した者を除く。）を3年（卒業月または修了月の翌月から3年）以内に採用
   していること。
②①で採用した対象者を入札参加締切日の時点で継続して雇用していること。
③当該対象者に係る採用日から入札参加締切日までの期間が、2年以上5年未満であること。
※当該対象者は、新卒者だけでなく、転職者も含む。また、職種は技術職だけでなく、事務職も含む。

１－３
　

１－７

同種工事の施工実績
（配置予定技術者）
同種工事の施工実績
（企業）

１－４
１－９

優良工事技術者表彰
優良工事表彰等
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山梨県による指名停止期間の有無
※複数回、指名停止措置を受けた場合は、その合計月数とし、
指名停止期間が評価対象期間に１日でも含まれる場合は全て
の期間を対象とする。

公告日を含み過去１年間の
期間

公告日時点での認証取得している場合に評価する。なお、登録
範囲に対象工事の内容を含んでいるものとする。

公告日時点

本工事において、山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試
行要領」等に基づき、下記（※個別事項4）に掲げる施工プロセ
スのうち②④⑤を必ず含むことにより、ＩＣＴ施工技術を活用する
ことを宣誓した企業を評価する。

ただし、評価対象は、ＩＣＴ施工技術の活用を「受注者希望型」と
して公告する工事に限る。（「発注者指定型」として公告する工
事等は除く。）

［技術評価様式２７］による
申請時点
※個別事項４を参照

記載例
（入札参加者が県内企業に限る場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する
企業を「１点」評価する

（入札参加者が県内企業に限らない場合の記載例）
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する
企業を「2点」
・山梨県内に本店を有する企業を「1点」評価する

記載例
（本所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を除く）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（支所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○支所管内に本店を有する企業を「1点」評価する

山梨県地域防災計画に基づく各種協定の有無
ただし、「災害時の広域応援業務に関する協定」（広域応援）は
除く。

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

災害時の広域応援業務に関しての協定締結の有無
(県土整備部・林政部)

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

家畜伝染病における防疫対策業務に関しての協定締結の有無
(農政部のみ)

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

・山梨県が発注した土木施設等緊急維持修繕業務(発注者の指
　示に基づいて緊急的な対応を行う業務)の受注実績の有無
・対象施設：県が管理する道路（国道、県道、林道）、河川・砂防
　施設、公園施設、下水道施設等で一般の利用に供している施
　設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・山梨県が発注した道路除雪（除雪、排雪または運搬）業務の
　受注実績の有無
・対象施設　県が管理する道路（国道、県道、林道）で一般の利
　用に供している施設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・若手技術者は公告日が属する年度において３５歳以下の者と
　し、国家資格を有する者「2点」、有しない者「1点」とする。

公告日が属する年度の４月
１日以降に３６歳となる者は
対象外

・建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録の有無
・技術評価様式の記載内容による。
・下請は対象外。
・ただし、技能者の雇用が無い企業は、【技術評価様式２３】の
注意事項等の記載の定めによる「企業の登録のみ」の申請が
あった場合に限り、評価する。

入札参加資格申請締切日
までに登録済みであれば評
価

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」以外
の場合

１－12 ＩＣＴ施工技術の活用

２－１

２－２

近隣地域での施工実績
（企業）
近隣地域での施工実績
（配置予定技術者）

事故及び不誠実な行為

１－11 ＩＳＯ認証取得状況

○○建設事務所管内（又は　○○市町村内）における○○工事
の施工実績

平成２０年４月１日から入札
参加資格申請締切日まで
に完成し、引き渡し済みの
工事。なお、共同企業体の
構成員の場合は出資比率
が２０％以上のものに限る。
※個別事項２を参照

２－４ 災害協定等の締結

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」
の場合

１－10

２－５
災害時の広域応援業
務に関する協定の締結
（広域協定）

２－６
家畜伝染病における防
疫対策業務に関する協
定の締結（防疫対策協
定）

２－７ 土木施設等緊急維持
修繕業務委託の実績

２－８
道路除雪業務委託の
実績

２－９
２－10

耕作放棄地等の解消
その他の地域貢献

各技術評価様式の記載内容による。

３－１ 若手技術者の育成

３－２ 技能者の登録
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・学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が2年以上5年未満
の雇用実績を評価する。

［技術評価様式２８］による
申請時点

　優良工事の評価要件を満たす対象工事
　　＜注１＞の規定にかかわらず次のとおりとする。
【1点加点対象】
　下記の【評価要件】を満たす工事実績があった場合には、評価点１点を与えるものとする。なお、工種は問わないものとす
る。
【評価要件】
次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める条件に全て該当すること。
1)入札参加締め切り日が当該年度の４月１日から当該年度の優良工事表彰の日の前日までの間の場合
　①　当該年度の３カ年前の年度から当該年度の前年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　②　当該業者が当該年度の前年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基づく支
        店・営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠陥を
        有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の３カ年前の年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事故・関係
        法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前々年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実績が
        あり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

2)入札参加締め切り日が当該年度の優良工事表彰の日から３月３１日までの間の場合（下記のいずれかの場合の条件に
　全て該当すること。）
[当該年度の前年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE1）]
　① 当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　　　かつ、上記１）の②から⑤の全ての条件に該当すること。

[当該年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE2）]
　① 　当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　② 　当該業者が当該年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基づく支店・営業
         所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠陥を有
        する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事故・関係法令
        違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実績があ
        り、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

※上記における「当該年度」とは、入札参加締め切り日がその日の属する年度をという。
※上記における「工事成績評定点が８０点」とは、工事成績評定通知書別表１(＊)端数処理前の評定点合計の数値の小数点
    以下を切り捨てた数値とする。
　 また、「６５点」、「７０点」とは、工事成績評定通知書４成績評定①評定点の数値とする。

※個別事項３

３－３ 新規雇用の実績

※個別事項２
評価対象期間に法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日及び旧法人
名等の概要が判る書類を添付すること。

　継続教育（CPD）の評価は、配置予定技術者の学習履歴について、建設系資格認定団体の証明書の写しを求め、
「当該団体の推奨単位以上を取得している。」及び「公告日から過去一年以内に証明期間の一部が含まれていること。」
の証明がある場合について評価する。ただし、令和５年４月１日以降に公告する対象工事において、
上記下線部については、新型コロナウィルス感染拡大の影響により、当面の間、「公告日から過去二年以内に証明期間の
一部が含まれていること。」の証明がある場合について評価する。
　証明期間は、証明書に記載された「取得期間」または、「証明期間」とし、年単位で評価する。証明期間に端数がある
場合は切り上げて評価し、切り上げ後の証明期間年数で単純平均して取得単位を算出する。また、年間または数年間
の推奨単位が記載されている場合は、いずれかが満足していれば評価する。（ＣＰＤ評価対象期間の事例参照）

※個別事項1
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《ＣＰＤ評価対象期間の事例》

・建設系ＣＰＤプログラム：構成団体のＣＰＤ制度概要 （五十音順）平成２９年４月現在

有無
1 有
2 有
3 有
4 有
5 有
6 有
7 有
8 有
9 有
10 有
11 有
12 有
13 有
14 有
15 有
16 －
17 有
18 有
19 有

・建築ＣＰＤ（継続能力／職能開発）情報提供制度

※推奨獲得CPD単位・時間数については、最新の情報を確認すること。

（公社）日本建築士連合会から認定された講習会を受けることを認められた（一社）山梨県管工事協会会員が（公社）日本建築士連合会の

単位認定の講習を受講し12単位（1年間）を取得した場合、評価対象とする。

（一財）建設業振興基金
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築学会
建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会の参加団体

（公社）空気調和・衛生工学会、（一社）建築設備技術者協会、
（一社）電気設備学会、（一社）日本設備設計事務所協会、
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築構造技術者協会

（公社）農業農村工学会 50 単位数・時期

団体名 推奨時間数
（公社）日本建築士会連合会

１２認定時間／年

（一社）日本建築士事務所協会連合会
（公社）日本建築家協会
（一社）日本建設業連合会

（公社）日本造園学会 50 単位数・時期
（公社）日本都市計画学会 50 単位数・時期

（公社）日本建築士会連合会 12 単位数・時期・明細
（公社）日本コンクリート工学会 推奨値なし －

（一社）日本環境アセスメント協会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）日本技術士会 50（150/3年） 単位数・時期

土質・地質技術者生涯学習協議会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）土木学会 50（250/5年） 単位数・時期

（一社）全国土木施工管理技士会連合会 20 単位数・時期・明細
（一社）全日本建設技術協会 25 単位数・時期・明細

（一社）全国上下水道コンサルタント協会 50 単位数・時期
（一社）全国測量設計業協会連合会 20 単位数・時期

（公社）地盤工学会 50 単位数・時期
（一社）森林・自然環境技術者教育会 20 単位数・時期・明細

（一社）建設コンサルタンツ協会 50 単位数・時期
（一社）交通工学研究会 50（200/4年） 単位数・時期

（公社）空気調和・衛生工学会 50 単位数・時期
（一財）建設業振興基金 12 単位数・時期・明細

NO. 学協会名称
推奨獲得 ＣＰＤ証明書

ＣＰＤ単位（  ／年） 内容

推奨単位：50単位／年の場合

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：2年間

取得単位：120単位

証明期間：1年間3ヶ月

取得単位：80単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

過去２年間
※2 （暫定の運用）

ケース⑥
証明書発行日

40単位／年 加点しない

ケース⑦
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース⑤
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース④’ 60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース④ 0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース③’
証明書発行日

60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース③
証明書発行日

0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース②
証明書発行日

60単位／年 加点する

過去１年間
※1 （本来の運用）

ケース①
証明書発行日

60単位／年 加点する

公告日

評価単位 評価
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参考＜同種工事の範囲＞ 2013コリンズ工種、工法・型式一覧

山梨県 （企業局を含む）
国機関

国土交通省
内閣府
防衛省（庁）
農林水産省
文部科学省
その他中央省庁
（環境省、厚生労働省、経済産業省、総務省、その他）

都道府県 山梨県以外の都道府県（政令指定都市を含む）

独立行政法人
市町村
公営企業等 （山梨県道路公社等、地方公社を含む）
事業団

日本下水道事業団

民間
高速道路株式会社
電力
ガス
電話会社
ＪＲ、私鉄、地下鉄
石油備蓄会社

別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関一覧表

機　　　関　　　等 内　　　　　　　訳

※個別事項４

1 道路工事

2 河川・砂防工事
築堤工事、護岸工事、根固・水制工事、床止工事（落差工、帯工）、堰（頭首工を含む）・水門工事、樋門・
樋管工事、砂防ダム工事、地滑り防止工事、急傾斜地崩壊対策工事、治山ダム工事、流路工事、山腹工
事、用排水路工事、畑地かんがい工事等

山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試行要領」等に基づく、施工プロセスは次のとおりとする。

　　１　施工プロセス
　　　　建設現場における生産性向上のため、下記に掲げる①から⑤の全ての施工プロセスでＩＣＴ施工
　　 技術を活用することをＩＣＴ活用工事（標準実施型）とし、②④⑤の施工プロセスを義務付けながら、
     ①③の施工プロセスについて、受注者の希望によりＩＣＴ施工技術の活用を選択し、部分的に活用
     する工事をＩＣＴ活用工事（簡易型）とする。

　　　　①　３次元起工測量
　　　　②　３次元設計データ作成
　　　　③　ＩＣＴ建設機械による施工
　　　　④　３次元出来形管理等の施工管理
　　　　⑤　３次元データの納品

道路改良工事、林道工事、農道工事、歩道設置工事、落石防止工事、コンクリート構造物工事、道路付属
施設工事、構造物撤去工事、橋梁工事等
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１　企業の技術力について

（１）　技術提案

評価基準 評価点

各提案に対し0～10点の範囲で評価する。
未記入または不適切である場合は欠格とする。

50

各提案に対し0～10点の範囲で評価する。
未記入または不適切である場合は欠格とする。

50

資料作成に係る留意事項

（２）配置予定技術者の能力 ※代表構成員の配置予定技術者のみ評価する。

評価基準 評価点

主任（監理）技術者として同種工事の実績あり 6

監理技術者補佐又は担当技術者として同種工事の実績あり 3

その他 0

表彰の実績　あり 3

表彰の実績　なし 0

８０点以上 9

７５点以上８０点未満 6

７０点以上７５点未満 3

７０点未満又は、成績実績なし 0

取組状況が優良 3

取組なし又は取組状況が上記未満 0

資料作成に係る留意事項及び添付書類
［技術評価様式３］

10)  上記１）、６）、８）のいずれか一つでも確認できない場合は、入札参加資格を失格とするので、注意すること。
    　（入札参加資格確認資料に添付している場合は除く。）

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

1)　配置予定技術者は、建設業法に基づき適正な資格を有する者について技術評価様式３に記載すること。

６  継続教育（CPD）の取組状況
　　（技術評価様式13）<注1>

2)  配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者とすることができる。この場合、技術
　　評価様式３は全ての配置予定技術者について提出するものとし、配置予定技術者ごとに「配置予定技術者の能力」及
　　び「地域精通度－近隣地域での施工実績」についての評定点を合計し、最も低い評価を受けた者をもって評価点とす
　　る。なお、配置予定技術者は、契約日までに確定すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、ヒアリング結果を加える。

4)　＜注１＞に記載する 同種工事の施工実績（配置予定技術者）、近隣地域での施工実績(配置予定技術者）がある場
　　合は各々について記載すること。
　　※但し、配置予定技術者のヒアリングを実施する場合は、同種工事がない場合でも主な工事の施工実績（ヒアリング時
　　　　の資料とする。）を記載すること。

5)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。

6)　配置予定技術者の資格が確認できる資料（一級土木技術検定合格証明書等の建設業法第１５条第２号イに基づく
　　証明書（又は建設業法第１５条第２号ハに基づく大臣認定書：指定業種の場合）、監理技術者資格者証及び監理
　　技術者講習修了証）の写しを添付すること。

技術評価資料作成要領（標準型・3JV）

　対象工事は、総合評価落札方式により実施する工事のため、次表の「評価項目、評価基準及び評価点」に基づき参加申請者を評
価するので、内容を確認の上間違えのないように作成すること。

評価項目（提出様式）

３　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式３）
　　＜注１＞

４　優良工事技術者表彰
　　（資料提出不要）　＜注１＞

５　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）　＜注１＞

評価対象項目（提出様式）

１　○○○に関する技術提案
　　（技術評価資格様式５－１）

２　○○○に関する技術的提案
　　（技術評価様式５－２）

［技術評価様式５－１、－２］ ※公告に添付された様式を使用すること。

1)　技術提案の記入にあたっては、評価対象項目に関する技術的所見を、それぞれ記載すること。
2)　未提出、未記入または記載内容が指定した評価項目と無関係であると認められる場合や記載の内容が法令に違反す
　　るなど不適切の場合は、欠格とし、入札を無効とするので注意すること。　　※公告共通事項「２　総合評価に関する事
　　項」参照

3)　配置予定技術者の施工実績は、完成時に監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者又は担当技術者（担当技術者
　　については完成時にCOＲINSに登録された者に限る。）として施工従事したものを対象とする。また、当該技術者の他社
　　で施工従事した経験についても実績としても認める。

7)　技術士については、一級土木施工管理技士等と同等扱いとするので、当該工事（業種）の監理技術者となることが
　　できる部門の技術士登録証（写）及び監理技術者資格者証の写しを添付すること。

8)　配置予定技術者と企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期
　　間、継続した雇用関係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

9)　配置予定技術者の同種工事への施工従事実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契
　　約用設計書表紙、本工事費内訳書及び資格・施工従事実績を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付
　　すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省
　　略することができる。
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（２）－２配置予定技術者のヒアリング     ※代表構成員の配置予定技術者のみ評価する。
評価基準 評価点

実績として挙げた工事の担当分野に中心的・主体的に参画し、
創意工夫等の積極的な取り組みが確認できる

12

実績として挙げた工事の担当分野において適切な工事管理を
行ったことが確認できる

6

その他 0

当該工種について適切に理解した上で、施工上の提案等積極的
な取り組み姿勢が見られる

12

当該工種について適切に理解している 6

その他 0

質問に対する応答が明快、かつ迅速である 6

その他 0

＊ヒアリングは、実績として挙げた工事や施工計画の提案内容等について３０分程度実施する。

＊入札参加者の都合によりヒアリングが実施できない場合、またはヒアリングを辞退した場合は欠格とし入札は無効とする。

＊入札を行った者が１者であった場合は、ヒアリングは実施しない。

　この場合、配置予定技術者のヒアリングの各評価項目の評価点はその他（０点）として扱うものとする。

（３）－１企業の施工実績 ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

評価基準 評価点

都道府県又は国機関の同種工事の施工実績あり 2
市町村・公営企業等などの同種工事の施工実績あり 1
その他 0
８０点以上（算出対象工事が複数件） 4
８０点以上（算出対象工事が１件のみ） 3
７７点以上８０点未満 2
７２点以上７７点未満 1
７２点未満（成績実績なし） 0

過去２ヶ年度のそれぞれの平均点が６０点未満、または前年度
以降において５５点未満の工事成績のあるもの

-2

特別表彰 あり 3
表彰 あり （特別表彰との重複はしない） 2

表彰はされなかったが、評価要件を満たす工事の実績あり
（表彰との重複はしない）　※＜注１＞個別事項１

1

上記以外 0
指名停止（３ヶ月以上） -4
指名停止（１ヶ月以上３ヶ月未満） -2
指名停止（１ヶ月未満） -1
なし 0

公告日時点においてＩＳＯ９００１又は１４００１の認証を取得済み 1

認証を未取得 0

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式２］※公告に添付された様式を使用すること。

2)　施工実績の対象とする発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。（「その他」の発注機関とは、別
     紙「発注機関一覧表」に掲げられていないものをいう。）

1)　企業の施工実績は、＜注１＞に記載する同種工事の施工実績（企業）及び近隣地域での施工実績（企業）がある場合
　　は各々について記載すること。

3)　条件に該当する施工実績が複数ある場合は、山梨県、国機関の順に実績を記載すること。

4)　施工実績について証明するため添付資料として、当該工事の契約書、工事契約用設計書表紙、本工事費内訳書及び
　　資格・施工従事経験を証明する図書（以下「契約書等」という。）の写しを添付すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳの登録内容で
　　施工実績が確認できる場合は、ＣＯＲＩＮＳ番号の記載により、添付資料を省略することができる。

5)　施工実績において、法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月
     日及び旧法人名等の概要が判る書類を添付すること。

評価項目

７　同種工事の施工実績
　　（技術評価様式２）
    ＜注１＞

評価項目

７　技術者の専門技術力

８　当該工事の理解度・取り組
　　み姿勢

９　技術者のコミュニケーショ
　　ン能力

９　優良工事表彰等
　　（資料提出不要）＜注１＞

10　事故及び不誠実な行為
　　（資料提出不要） ＜注１＞

11　ＩＳＯ認証取得状況
　　（技術評価様式９）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

８　工事成績
　　当該工種での工事成績評
　　定点の平均点
　　（資料提出不要）
　　＜注１＞
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（３）－２企業の施工技術

評価項目 評価基準 評価点

活用　あり 3
活用　なし 0

２　企業の信頼性、社会性

（１）地域精通度 ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

評価基準 評価点

実績あり 3

実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

工事箇所と同一の市町村内に本店を有する 2

工事箇所と同一の建設事務所管内に本店を有する 1

その他 0

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
かつ同一の市町村内に本店を有する

2

工事箇所と同一の建設事務所（支所も含む7エリア）管内
に本店を有する

1

その他 0

（２）地域貢献度 ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

評価基準 評価点

協定の締結あり 2

協定の締結なし 0

①  「災害時における応急対策業務に関する基本協定」
      （（一社）山梨県建設業協会）の締結あり

2

②  上記①以外の山梨県地域防災計画に掲載される各種協定
      の締結あり

1

③  対象協定の締結なし（上記①、②以外） 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

協定の締結あり 1

協定の締結なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

受託実績あり 1

受託実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

評価項目

※共同企業体の場合は、代表構成員の申請をもって企業体（各構成員）を評価する。
   （単位評価点×ＪＶ構成員数）

12　ＩＣＴ施工技術の活用
　　（技術評価様式27）<注１>

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

［技術評価様式２７］※公告に添付された様式を使用すること。

1)　本様式により申請のない場合は、評価しない。

１　近隣地域での施工実績
　　（企業）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

２　近隣地域での施工実績
　　（配置予定技術者）
　　（技術評価様式４）＜注１＞

2)　ＩＣＴ施工技術の活用（宣誓事項）の履行が確認できない場合は、工事成績評定で３点減ずる。

3)　共同企業体の場合は、代表構成員が申請するものとし、本様式による宣誓事項を企業体として履行するものとする。

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　「土木一式工事」以外の場合

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

３  本店所在地
　　（資料提出不要）
　　※入札参加資格が
　　　「土木一式工事」の場合

資料作成に係る留意事項及び添付書類

［技術評価様式４］※公告に添付された様式を使用すること。

　　　各構成員ごとに作成すること。

　　　技術評価様式２、技術評価様式３の資料作成に係る留意事項を参照のこと。

評価項目

５　災害協定の締結（広域応援）
　　（技術評価様式11）<注１>

６　防疫対策協定の締結
　　（技術評価様式11-1）<注１>

７　土木施設等緊急維持修繕
　　業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

８　道路除雪業務委託の実績
　　（技術評価様式11）<注１>

４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
以外の場合
４　災害協定等の締結
　　（技術評価様式11）<注１>

※入札参加資格が
「土木一式工事」、「舗装工事」
の場合

９　耕作放棄地等の解消
　　（技術評価様式12）<注１>
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提案あり　または　実績あり 1

提案なし　または　実績なし 0

各構成員ごとに作成すること。

各技術評価様式の 注）を参照のこと。

　　（３）企業の取り組み ※各構成員について評価し、評価点を合計する。

国家資格を有する若手技術者を配置予定技術者又は担当
技術者として配置

2

国家資格を有しない若手技術者を担当技術者として配置 1

上記以外 0

建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録　あり 2

登録　なし 0

学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が２年以上５年未満
の雇用実績　あり 1

実績　なし 0

1)

2)

4)

6)

12) 

10　その他の地域貢献<注1>
　　（地域農業参入実績）
　　　　　　　（技術評価様式17)
　　（廃棄物の自県内処分）
　　　　　　　（技術評価様式19）
　　（Co2吸収認証制度実績）
　　　　　　　（技術評価様式20)

＊各評価項目の評価方法等については＜注１＞を参照のこと。

資料作成に係る留意事項及び添付書類

１　若手技術者の育成
　（技術評価様式22）
　　1）～11）　<注１>

２　技能者の登録
　（技術評価様式23）
　<注１>

3) 若手（担当）技術者の企業との直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期間、
継続した雇用関   係があること。）を証明するもの（健康保険被保険証の写しなど）を添付すること。

３　新規雇用の実績
　（技術評価様式28）
　　12）　<注１>

若手（担当）技術者は、現場代理人との兼務を認める。若手（担当）技術者を複数人専任配置した場合には最も低い評価を
受けた者をもって評価点とする。

国家資格とは、監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格をいう。
国家資格を有しない若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）以外の者とし、配置予定技術者の業務を補
佐する技術者とする。
国家資格を有する若手（担当）技術者は、配置予定技術者（主任（監理）技術者）とすることができる。

若手（担当）技術者は、公告日が属する年度において３５歳以下の者とする。
また、国家資格を有する若手（担当）技術者は、国家資格（監理技術者又は主任技術者となりうる国家資格）が確認できる資料
の写しを添付すること。

5) 若手（担当）技術者は原則、工事着手時から完成引き渡しの間、専任とする。なお、申請時において他工事に従事している
場合は、対象工事の主要工種開始までの準備工、仮設工の期間は、専任を要しないものとする。ただし、現場代理人と兼務
する場合は、工事着手時から専任とする。

若手（担当）技術者は、複数の技術者を申請することができるが、申請後の変更はできない。なお、専任する者を契約時に
発注者に届けるものとするが、申請時に他工事に従事している場合は、対象工事の主要工種の施工開始までに届けるもの
とする。

7) 専任された若手（担当）技術者の交代は、死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職等、真にやむを得ない理由を除き、認めな
い。
また、当該理由を除き、工事の途中において専任配置が履行できなくなった場合は、工事成績評定を３点減ずる。
（なお、複数人専任配置した場合にそのうちの1名でも専任配置できれば工事成績評定の減点の対象としない。）

8) 若手（担当）技術者は、段階確認及び完成検査時に原則立ち会うものとし、発注者の配置状況の履行確認を受けるものと
する。

9) 他工事の従事状況等は、従事している工事について対象工事を落札した場合の配置予定等を記入すること。
従事している他工事の工期延期等により、対象工事に専任配置ができなくなる恐れがある場合は、
他工事との重複申請は行わないこと。

10) 本申請において虚偽記載等があった場合は、指名停止等の措置を行う場合がある。

11) 建設業許可番号は、大臣知事コード（２桁）＋許可番号（６桁）で、ＣＯＲＩＮＳ登録番号は、「登録内容確認書」に記載された
登録番号を記入すること。

「新規雇用の実績」として評価する雇用は、次の①から③まで定める要件の全てを満たすものとする。
①学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校若しくは第124条に規定する専修学校を卒業した者又は職業
   能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第15条の7第1項第1号に規定する職業能力開発校、同項第2号に規定する職業
   能力短期大学校若しくは同項第3号に規定する職業能力開発大学校の訓練課程を修了した者（職業能力開発校及び職
   業能力短期大学校にあっては、短期間の訓練課程を修了した者を除く。）を3年（卒業月または修了月の翌月から3年）以
   内に採用していること。
②①で採用した対象者を入札参加締切日の時点で継続して雇用していること。
③当該対象者に係る採用日から入札参加締切日までの期間が、2年以上5年未満であること。
※当該対象者は、新卒者だけでなく、転職者も含む。また、職種は技術職だけでなく、事務職も含む。
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３　その他

ア 　各様式に示された注意事項を遵守のうえ、必要事項をそれぞれ記載すること。

イ

ウ

エ

＜注１＞　各評価項目の具体的な内容

評　　価　　内　　容 評価対象期間等

○○を含む請負金額○千万円以上の○○工事の施工実績

但し、元請けとして請負い平成２０年４月１日以降に完成引き渡し
済みの工事（なお、共同企業体の構成員の場合は出資比率が
20％以上のもの）
・工事内容（構造・規模など）の施工実績は、企業体の工事内容
を各企業の工事内容として扱う。
・工事金額の施工実績は、企業体の工事金額に各企業の出資比
率を乗じて得た金額を施工実績として扱う。

・山梨県が実施する「住みよい県土建設週間における知事表
　彰」で優良工事技術者表彰または優良工事表彰の受賞の有
　無
・優良工事の評価要件を満たす対象工事の有無
・工種は問わない

過去３ヶ年度及び当該年度
（当該年度は入札参加資格
申請締切日以前に受賞し
た場合）　優良工事の評価
要件を満たす対象工事は、
※個別事項１を参照

山梨県発注工事で主任技術者、監理技術者として最終登録され
た工事における当該工事と同一業種（建設業法第２条第１項に
掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以下切り捨
て）。なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とする。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した工
事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度において
は公告日の前々月末まで
に完成、引き渡し済みの工
事
※個別事項2を参照

建設系ＣＰＤ協議会及び建築ＣＰＤ運営会議に属する団体の当
該工事の履行に係る国家資格の継続教育に限ることとし、各認
定団体の推奨単位以上の証明がある場合に評価する。

公告日から過去二年以内
に証明期間の一部が含ま
れていること。※個別事項3
を参照

山梨県発注工事における当該工事と同一業種（建設業法第２条
第１項に掲げる業種）の工事成績評定点の平均点（小数点以下
切り捨て）　なお、共同企業体で実施した工事成績も対象とする。

ただし、評価対象は、山梨県電子入札システムにより発注した工
事に限る。（紙入札により発注した工事は除く。）

過去２ヶ年度に完成したも
の及び当該年度において
は公告日の前々月末まで
に完成、引き渡し済みの工
事
※個別事項2を参照

山梨県による指名停止期間の有無
※複数回、指名停止措置を受けた場合は、その合計月数とし、
指名停止期間が評価対象期間に１日でも含まれる場合は全ての
期間を対象とする。

公告日を含み過去１年間の
期間

公告日時点での認証取得している場合に評価する。なお、登録
範囲に対象工事の内容を含んでいるものとする。

公告日時点

本工事において、山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試
行要領」等に基づき、下記（※個別事項4）に掲げる施工プロセス
のうち②④⑤を必ず含むことにより、ＩＣＴ施工技術を活用すること
を宣誓した企業を評価する。

ただし、評価対象は、ＩＣＴ施工技術の活用を「受注者希望型」とし
て公告する工事に限る。（「発注者指定型」として公告する工事等
は除く。）

［技術評価様式２７］による
申請時点
※個別事項４を参照

１－11 ＩＳＯ認証取得状況

１－８ 工事成績評定点の平
均点
（企業）

１－12 ＩＣＴ施工技術の活用

１－６ 継続教育（ＣＰＤ）の取
組状況

１－10
事故及び不誠実な行為

１－５

　

工事成績評定点の平
均点
（配置予定技術者）

　技術評価資料については、提出期限以降の差し替え、再提出は認めないので、公告等に示された事項を十分に確認し
　てから提出すること。

　技術評価資料については、一つのＰＤＦファイルにまとめて提出すること。（ファイル名は、公告文に記載された工事名を
　用い「○○工事技術評価資料（会社名）とする）

　その際、添付漏れがないよう注意すること。添付漏れの書類についても、提出期限以降の追加提出は認めない。

評　価　項　目

　入札時の提出書類（「公告文＞公告個別事項＞提出書類＞１ 参加申請時」に示すもの）についても、一つのＰＤＦファイル
にまとめて提出すること。

１－３
　

１－７

１－４
１－９

優良工事技術者表彰
優良工事表彰等

同種工事の施工実績
（配置予定技術者）
同種工事の施工実績
（企業）

元請けとして請け負い、平
成20年4月1日以降から入
札参加資格申請締切日ま
でに完成引き渡し済みの工
事。
※個別事項2を参照
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記載例
（入札参加者が県内企業に限る場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（入札参加者が県内企業に限らない場合の記載例）
・○○建設事務所管内（○○支所管内を含む）に本店を有する企
業を「2点」
・山梨県内に本店を有する企業を「1点」評価する

記載例
（本所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○建設事務所管内（○○支所管内を除く）に本店を有する企
業を「１点」評価する

（支所の場合の記載例）
・○○市内に本店を有する企業を「2点」
・○○支所管内に本店を有する企業を「1点」評価する

山梨県地域防災計画に基づく各種協定の有無
ただし、「災害時の広域応援業務に関する協定」（広域応援）は除
く。

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

災害時の広域応援業務に関しての協定締結の有無
(県土整備部・林政部)

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

家畜伝染病における防疫対策業務に関しての協定締結の有無
(農政部のみ)

入札参加締め切り日が締
結した協定の有効期間中で
あるものを対象とする。

・山梨県が発注した土木施設等緊急維持修繕業務(発注者の指
　示に基づいて緊急的な対応を行う業務)の受注実績の有無
・対象施設：県が管理する道路（国道、県道、林道）、河川・砂防
　施設、公園施設、下水道施設等で一般の利用に供している施
　設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・山梨県が発注した道路除雪（除雪、排雪または運搬）業務の受
　注実績の有無
・対象施設　県が管理する道路（国道、県道、林道）で一般の利
　用に供している施設とする。

過去５ヶ年度及び当該年度
（当該年度については入札
参加資格申請締切日以前
に契約済みの業務）

・若手技術者は公告日が属する年度において３５歳以下の者と
　し、国家資格を有する者「2点」、有しない者「1点」とする。

公告日が属する年度の４月
１日以降に３６歳となる者は
対象外

・建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の登録の有無
・技術評価様式の記載内容による。
・下請は対象外。
・ただし、技能者の雇用が無い企業は、【技術評価様式２３】の注
意事項等の記載の定めによる「企業の登録のみ」の申請があっ
た場合に限り、評価する。

入札参加資格申請締切日
までに登録済みであれば評
価

・学校を卒業後３年以内に採用し、雇用期間が2年以上5年未満
の雇用実績を評価する。

［技術評価様式２８］による
申請時点

２－３

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」以外
の場合

※個別事項1

災害協定等の締結

２－５

２－６ 家畜伝染病における防
疫対策業務に関する協
定の締結（防疫対策協
定）

平成２０年４月１日から入札
参加資格申請締切日まで
に完成し、引き渡し済みの
工事。なお、共同企業体の
構成員の場合は出資比率
が２０％以上のものに限る。
※個別事項２を参照

○○建設事務所管内（又は　○○市町村内）における○○工事
の施工実績

３－２ 技能者の登録

２－７ 土木施設等緊急維持
修繕業務委託の実績

３－１

災害時の広域応援業
務に関する協定の締結
（広域応援）

２－１

２－２

近隣地域での施工実績
（企業）
近隣地域での施工実績
（配置予定技術者）

本店所在地
※入札参加資格が
「土木一式工事」
の場合

３－３

２－４

２－８ 道路除雪業務委託の
実績

２－９
２－10

耕作放棄地等の解消
その他の地域貢献

各技術評価様式の記載内容による。

　優良工事の評価要件を満たす対象工事
　　＜注１＞の規定にかかわらず次のとおりとする。
【1点加点対象】
　下記の【評価要件】を満たす工事実績があった場合には、評価点１点を与えるものとする。なお、工種は問わないものとする。

新規雇用の実績

若手技術者の育成

２－３
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　継続教育（CPD）の評価は、配置予定技術者の学習履歴について、建設系資格認定団体の証明書の写しを求め、
「当該団体の推奨単位以上を取得している。」及び「公告日から過去一年以内に証明期間の一部が含まれていること。」
の証明がある場合について評価する。ただし、令和５年４月１日以降に公告する対象工事において、
上記下線部については、新型コロナウィルス感染拡大の影響により、当面の間、「公告日から過去二年以内に証明期間の
一部が含まれていること。」の証明がある場合について評価する。
　証明期間は、証明書に記載された「取得期間」または、「証明期間」とし、年単位で評価する。証明期間に端数がある
場合は切り上げて評価し、切り上げ後の証明期間年数で単純平均して取得単位を算出する。また、年間または数年間
の推奨単位が記載されている場合は、いずれかが満足していれば評価する。（ＣＰＤ評価対象期間の事例参照）

《ＣＰＤ評価対象期間の事例》

【評価要件】
次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める条件に全て該当すること。
1)入札参加締め切り日が当該年度の４月１日から当該年度の優良工事表彰の日の前日までの間の場合
　①　当該年度の３カ年前の年度から当該年度の前年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　②　当該業者が当該年度の前年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基づ
        く支店・営業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠陥
        を有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の３カ年前の年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事故・
        関係法令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前々年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実績
        があり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

2)入札参加締め切り日が当該年度の優良工事表彰の日から３月３１日までの間の場合（下記のいずれかの場合の条件に
   全て該当すること。）
[当該年度の前年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE1）]
　① 当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　　　かつ、上記１）の②から⑤の全ての条件に該当すること。

[当該年度の優良工事表彰の日を評価基準日とする場合（CASE2）]
　① 　当該年度の３カ年前の年度から当該年度までの間のいずれかの年度において表彰された実績がないこと。
　② 　当該業者が当該年度の優良工事表彰の日時点において、山梨県内に本店又は建設業法上の許可に基づく支店・営
         業所を有する者であること。
　③　当該業者が、当該年度の前年度の優良工事表彰の日から入札参加締め切り日までの期間において、重大な欠陥を
        有する工事を施工したことがない者であること。
　④　当該年度の当該年度の前々年度の優良工事表彰の日から入札参加締切日までの期間において、人身事故・関係法
        令違反等により指名停止を受けたことがない者であること。
　⑤　当該年度の前年度に完成、引き渡し済の全ての県発注工事を対象とし、工事成績評定点が８０点以上の工事実績が
        あり、かつ工事成績評定の平均点が７０点以上で６５点未満の工事の実績がないこと。

※上記における「当該年度」とは、入札参加締め切り日がその日の属する年度をという。
※上記における「工事成績評定点が８０点」とは、工事成績評定通知書別表１(＊)端数処理前の評定点合計の数値の小数
    点以下を切り捨てた数値とする。
　  また、「６５点」、「７０点」とは、工事成績評定通知書４成績評定①評定点の数値とする。

※個別事項２
評価対象期間に法人名の変更または吸収・合併・分割等により旧法人の地位を承継している場合は、その年月日及び旧法人
名等の概要が判る書類を添付すること。

※個別事項３

推奨単位：50単位／年の場合

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：1年間 証明書発行日

取得単位：60単位

証明期間：2年間

取得単位：120単位

証明期間：1年間3ヶ月

取得単位：80単位

証明期間：1年間

取得単位：60単位

過去２年間
※2 （暫定の運用）

ケース⑥
証明書発行日

40単位／年 加点しない

ケース⑦
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース⑤
証明書発行日

60単位／年 加点する

ケース④’ 60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース④ 0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース③’
証明書発行日

60単位／年
加点する

（暫定の運用）

ケース③
証明書発行日

0単位／年
加点しない

（本来の運用）

ケース②
証明書発行日

60単位／年 加点する

過去１年間
※1 （本来の運用）

ケース①
証明書発行日

60単位／年 加点する

公告日

評価単位 評価
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山梨県各部局で別に定める「ＩＣＴ活用工事試行要領」等に基づく、施工プロセスは次のとおりとする。

　　１　施工プロセス
　　　　建設現場における生産性向上のため、下記に掲げる①から⑤の全ての施工プロセスでＩＣＴ施工
　　 技術を活用することをＩＣＴ活用工事（標準実施型）とし、②④⑤の施工プロセスを義務付けながら、
     ①③の施工プロセスについて、受注者の希望によりＩＣＴ施工技術の活用を選択し、部分的に活用
     する工事をＩＣＴ活用工事（簡易型）とする。

　　　　①　３次元起工測量
　　　　②　３次元設計データ作成
　　　　③　ＩＣＴ建設機械による施工
　　　　④　３次元出来形管理等の施工管理
　　　　⑤　３次元データの納品

※個別事項４

・建設系ＣＰＤプログラム：構成団体のＣＰＤ制度概要 （五十音順）平成２９年４月現在

有無
1 有
2 有
3 有
4 有
5 有
6 有
7 有
8 有
9 有
10 有
11 有
12 有
13 有
14 有
15 有
16 －
17 有
18 有
19 有

・建築ＣＰＤ（継続能力／職能開発）情報提供制度

※推奨獲得CPD単位・時間数については、最新の情報を確認すること。

（公社）日本建築士連合会から認定された講習会を受けることを認められた（一社）山梨県管工事協会会員が（公社）日本建築士連合会の

単位認定の講習を受講し12単位（1年間）を取得した場合、評価対象とする。

（一財）建設業振興基金
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築学会
建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会の参加団体

（公社）空気調和・衛生工学会、（一社）建築設備技術者協会、
（一社）電気設備学会、（一社）日本設備設計事務所協会、
（公財）建築技術教育普及センター

（一社）日本建築構造技術者協会

（公社）農業農村工学会 50 単位数・時期

団体名 推奨時間数
（公社）日本建築士会連合会

１２認定時間／年

（一社）日本建築士事務所協会連合会
（公社）日本建築家協会
（一社）日本建設業連合会

（公社）日本造園学会 50 単位数・時期
（公社）日本都市計画学会 50 単位数・時期

（公社）日本建築士会連合会 12 単位数・時期・明細
（公社）日本コンクリート工学会 推奨値なし －

（一社）日本環境アセスメント協会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）日本技術士会 50（150/3年） 単位数・時期

土質・地質技術者生涯学習協議会 50（250/5年） 単位数・時期
（公社）土木学会 50（250/5年） 単位数・時期

（一社）全国土木施工管理技士会連合会 20 単位数・時期・明細
（一社）全日本建設技術協会 25 単位数・時期・明細

（一社）全国上下水道コンサルタント協会 50 単位数・時期
（一社）全国測量設計業協会連合会 20 単位数・時期

（公社）地盤工学会 50 単位数・時期
（一社）森林・自然環境技術者教育会 20 単位数・時期・明細

（一社）建設コンサルタンツ協会 50 単位数・時期
（一社）交通工学研究会 50（200/4年） 単位数・時期

（公社）空気調和・衛生工学会 50 単位数・時期
（一財）建設業振興基金 12 単位数・時期・明細

NO. 学協会名称
推奨獲得 ＣＰＤ証明書

ＣＰＤ単位（  ／年） 内容
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参考＜同種工事の範囲＞ 2013コリンズ工種、工法・型式一覧

山梨県 （企業局を含む）
国機関

国土交通省
内閣府
防衛省（庁）
農林水産省
文部科学省
その他中央省庁
（環境省、厚生労働省、経済産業省、総務省、その他）

都道府県 山梨県以外の都道府県（政令指定都市を含む）

独立行政法人
市町村
公営企業等 （山梨県道路公社等、地方公社を含む）
事業団

日本下水道事業団

民間
高速道路株式会社
電力
ガス
電話会社
ＪＲ、私鉄、地下鉄
石油備蓄会社

2 河川・砂防工事

道路改良工事、林道工事、農道工事、歩道設置工事、落石防止工事、コンクリート構造物工事、道路付属
施設工事、構造物撤去工事、橋梁工事等

別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関一覧表
機　　　関　　　等 内　　　　　　　訳

1 道路工事

築堤工事、護岸工事、根固・水制工事、床止工事（落差工、帯工）、堰（頭首工を含む）・水門工事、樋門・樋
管工事、砂防ダム工事、地滑り防止工事、急傾斜地崩壊対策工事、治山ダム工事、流路工事、山腹工事、
用排水路工事、畑地かんがい工事等
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